
第 2回 がん対策推進協議会

小児がん専 門委員会議事次第

日 時 :平成 23年 2月 9日 (水 )

14:00～ 17:00

場  所 :三 田共用会議 所 講 堂 (1階 )

【健康局長挨拶】

【参考人意見聴取】

1 小児がん緩和ケアのシステムについて

2 医療における子 どもの権利等について

【協議事項】

小児がんの診療体制について

:【 資  料】

資料 1 がん対策推進協議会小児がん専門委員会名簿

資料 2 小児がん緩和ケアのシステムについて (多 田羅参考人提出)

資料 3 医療における子どもの権利等について (増 子参考人提出)

資料 4 小児がんの診療体制について (各委員提出)

資料 5 小児がんの診療体制 論点整理メモ (案 )(委員長提出)

参考資料 1 第 1回小児がん専門委員会議事概要11

参考資料 2 がん診療連携拠点病院の整備について (健康局長通知 )

'参考資料 3 堀部専門委員提出資料      :
参考資料 4 馬上専門委員提出資料   `



◎

第2回がん対策推進協議会小児がん専門委員会

委員及び参考人名簿

平成23年 2月 9日現在

区 分 氏  名 所 属

委  員
あ ま の  しんすけ

天 野 慎 介 特定非営利活動法人グループロネクサス理事長

委  員 格
や
品‐曇ぎ望 国立大学法人広島大学自然科学研究支援センター長

専門委員
お ま た  と も こ

小 俣 智 子 武蔵野大学人間関係学部社会福祉学科専任講師

専門委員 』
原
　
′

じゅん いち

純 一 大阪市立総合医療センター副院長

専門委員
ほ リベ  けいぞう

堀 部 敬 三
独立行政法人目立病院機構名古屋医療センター
臨床研究センター長

専門委員
ま き も と   あつし

牧 本  敦
独立行政法人国立がん研究センター
中央病院小児1重瘍科長

専門委員
も うえ

馬 上
こ
子

つヽゆ
祐 小児脳腫瘍の会副代表

専門委員
もり    て つ や

森  鉄 也
独立行政法人国立成育医療研究センター病院
血液腫瘍科医長

参 考 人 島
維

■
田

た
多 讐ギ

｀
大阪市立総合医療センター緩和医療科兼小児内科医長

参 考 人 こ
子

しま
増

たかのリ

孝 徳 弁護士法人のぞみ法律事務所代表社員

◎∵口委員長 (区分別、五十音順)(敬称略)



資 料 2

多田‐羅参考人提出資料
.

小児がん緩和ケアのシステムについて



小児がん緩和ケアのシステムについて

大阪市立総合医療センター

緩和医療科兼小児内科

多圏羅竜平

小児
｀
がん緩和ケアの要素

・ 症状緩和

.・ 在宅支援

・ 心理・社会的サポTト

・ 家族サポート

・ :遺族ケア

・ 倫理的問題の検討



小児がん治療施設の課題

,一般的な緩和ケア

ー多職種的なアプロニチの促進
―教育プログラムの構築
二地域活動との連携

・ 専門的な緩和ケア
ニコンサルテーションロシステム

ーターミナルケアのための病床
―地域医療との連携(在宅夕ニミナルケア)

小児と成人との違い

疾病構造と薬物の使い方
―疾病が多様で、体のサイズも様 (々数kgん lo6kg超 )

患者の絶対数が少ない
―システムの確立t技術の向上が得にくい

倫理的問題への対処
―子どもの最善の利益v親の意向v子どもの意向

成長と発達を考慮 |
―遊びと学びは不可欠な要素

家族の役割       :
.T主たる介護者であり、ケアを必要とする対象者

死別体験の峻烈さ
― 死別後の有:病率が高い



専門的な緩和ケアの体制づくり

小児がんの症状緩和

緩和ケアチームの介入と終末期の諸症状の変化

終末期の症状 90・ 97年 97… 04年

激しい疼痛 660/o 450/o

呼吸困難 580/o 370/0

不安甲不穏 580/o 390/0

家族の心の準備 250/o 490/0

岬 Oife et a11 2008)

5    1



ケアの場所

在 宅死亡率
‐

。イギリスの全国調査(200η :小児進行がんの770/o

・ オランダの施設報告(2007):小 児進行がんの88%

・ フインランドの施設報告(199η :小児がんの60%
0カナダの地域報告(196η :緩和ケアプログラム提供者の53%

・ アメリカの施設報告(2000:小児がんの49%

ロンドン子ども病院の小児がん在宅死亡率

:    19%(1978181)一→ 7.5%(1987… 89)

1986年に小児緩和ケア専門チTムが活動開始
′                                  7

わが国の緩和ケアチニム

・ 成人の緩和ケアチ‐ム
‐症状緩和に長けている
一小児の医療に慣れていない

・ 小児病院の多職種的緩和ケアチーム
ー小児の医療に慣れた多職種的なアプロニチが可能
―緩和ケアの専門性が不十分かもしれない
一専従が困難              `

・ 小児緩和ケア専門チーム
T小児緩和ケア医が主導する専従チーム
ー人的資源が限られる



コンサルテーション,システム

LEVEL 1: JI4VI).7_L

LEVEL 2:多職種的緩和ケアチーム
(各小児がん拠点病院にひとつ)

1 1   ‐  ↓
~｀   LEVEL 3:小児緩和ケア専門チーム

(全国に2-3か所 )

英国の小児緩和ケア専門チニム

・ 小児緩和ケア専門医のポスト
ニLondon(GOS):3              1
-Liverpool        :
二Cardiff l             l
二YorkShire     .

1,(0×fOrd i Children'S HospiCe)
―(00由thamptOni co“ munly)

・ 小児緩和ケアのトレーニングポスト(1年 )

一ILondon,cardiff        .  1 `

・ 小児がん訪間専門看護師(P00NS)
T各小児がん治療施設に配置(22施設)



GOS Palliative Care Teamの 患者数 (2005)

Great OrmOnd street Hospttal(Nattonal Centre)を 教1点

Cancer Non cancer

●

●

0

Referrals: 200

New refapses: 50-70

Deaths : 48

New patients: 350

Carried over from previous year : 150

Deaths: 105

０
　
　
　
　
●

Referrals: 92

Deaths . 57

夕‐ミナルケアの場所

小児病棟        |
■1目

れたスタツプが継続的にケアできる ・
二病棟のルールに縛られる
一乖気な子どもたちと同じ病棟(良くも悪くも

'
成人緩和ケア病棟   |
―ルァルが緩やかで過ごしやすい環境
―症状緩和が図られやすい
■ノ

1ヽ児のケア、保護者との関係に長けていない

自宅         ‐

T子どもと家族にとうて過ごしやすい場F~f

―難しい症状緩和への対応が困難
■リツー不が限られる(緊急対応への不安)



在宅夕Tミナルケアのシステム

・ 在宅べ,スのサポート

=地域医療とのコンサルテニションロシステム
ニ小児がん治療施設からのアウトリ守チ  「

二訪間による遊びや教育などの充実

・ 緊急時の受け皿

‐ T症状悪化時や看取りの場としての緩和ケア病棟
の利用 (ノJヽ児加算を新設)

―小児専門の緩和ケア病床(Leve1 3による管理)

小児科医のための .

緩和ケア教育プログラム

CLiC  I
Cc「O for Life―lhreolenittg讐 lneSSes iハ

Chilむhood:



プログラム開発の背景

・ 成人のがん領域
一pEAcEプロジ土クトにょる緩和ケアの基本的知識や技術の

普及

一成人のがん診療に携わる医師向けのプログラム
ニ小児科医の二Tズに見合つたものではない

・ 小児科医には緩和ケアに関する基本的知識や技術を身に
うける機会がない      ● '

一緩和ケアを必要とする小児患者と家族の不利益を生じる
・ エビデンスに基づく教育プログラムを開発し,全国の小児科

医に均等に学習の機会を設ける           :
―小児緩和ケアの質の向上と均てん化を目指す

プログラムの特徴

・ がんのみにとどまらず、様々な疾患を題材に構成   r
・ 事例に基づく実践的なレクチャ=          |

―事例検討

―ビデオ教材  ,
・ 処置時の苦痛緩和(ディストラクション)

・ 在宅ケア(家族インタビュす)

0多彩なワークショップ形式    |
ITスモすル・グル=プロディスカッション(SGD)

・ 臨床倫理(延命治療の差し控え・中止をめぐって)

一ロールプレイ(RP)

。つらいニュニスを親に伝える

1死を看取る場面



プログラム概要
モジュール      時間酉ご分の) , 形式

1月 児ヽ緩和ケアIfZ論 45  講義

2基本的なコミュニケーション技術   45  講義

3子 どもの疼痛 フ0  講義

4処置時の苦痛緩和 20  講義・DVD
5難 しい場面でのコミユニケ下シ∃ン  100 講義・RP`SCD
6小児医療と倫理 90  講義・SGD
フ その他の症状緩和 45  講義

8地域連携 60  講義・DVD
9死が近づいたとき一総論       60  講義・SGD
10死が近づいたとき―救急の場面で   40  講義・RP

11ス トレス・マネジメント 45  講義

研修会開催実績

第1回研修会

場所 :大阪市立総合医療センター

日時:2010年5月 29日 (土 )～ 30日 (日 )

主催 :「緩和医療に携わる医療従事者の育成に関する研究」班 ・
参加者 :35名

第2回研修会

場所 :日 本財団ビル (東京都港区).

日時 :2010年 10月 16日 (土 )γ17日 (日 )

主催 :日 本ホスピス:緩和ケア研究振興財団,笹川医学医療研
究財団、      :

参加者 :33名
18



1 増子参考人提出資料

医療における子どもの権利等について



平成 23年 2月 9日

第 2回 「がん対策推進協議会小児がん専門委員会」
‐ ‐

      増子孝徳

■ 医療における子どもの権利

医療を受ける子どもは「子どもである患者」であると同時に,「患者であ

る子ども」でもある。患者であることに焦点を当てれば患者の権利が,子ど

もであることに焦点を当てれば子どもの権利が,それぞれ保障されなければ

ならない。           ヽ       ′

ところが,実際には,子 どもであるがゆえに説明を受けられない,決定に

関与できないなど自己決定権を中心とする患者の権利保障が不十分である。

また, 医療を受けている (患者である)がゆえに,親や家族との接触を奪わ

れたり,遊びや教育への参加が不十分であるなど,成長発達権保障を中心と

する子どもの権利がないがしろにされがちである。

iすなわち,医療を受ける子どもには,二重に弱い立場にあるがゆえに,よ
_り 強く権利保障が求められるにもかかわらず,む しろ二重に弱いがゆえに,

両者 (「患者の権利」と「子どもの権利」)の狭間に落ち込んでしまうとい

う特徴がある3

2 親に付き添われる権利l

(1)人院患者に対する面会については,病院は面会時間を設けて,それ以外の

時間の面会を原貝Jと して制限 (禁二)している:このような制限は,患者が

子どもであつても,原景Jと して同じように行われている。また,医師などが

注射などの処置をする場合,:患者である子どもに付き添っている親などの退

出を求めることが多い。         1
他方,´ 医療を受ける`子どもが親などの保護者から引き離されることによつ

て,短期的 。長期的によくない影響がそめ子どもに生じることが指摘されて

いる。                     _
(2)と ころで,子どもの権利条約は,子 どもに関するすべての措置にっいて,

子どもの最善の利益を重視すがきこと (3条 1項),子 どもの生存及び発達
´
を最大限確保すること (ヽ6条 2項)を求めている。また,できる限り自分の

親によつて養育される権利を保障し (7条 1項),子どもが親の意思に反し

て親から分離されることを禁止している (9条 1項 )81

1'こ うしたことから,医療処置を受ける子どもは親に付き添つてもらえる権

利を保障されるべきである。インフォームド・コンセントの観点からも,親

に付き添うてもらう権利を認 める必要がある。

(3)子 どもは,た とえ病院に入院しているときであらても,ま た,医療機関等

で処置を受ける最中も,親や親替わりの人に付き添ってもらえる権利を有す

る。     :
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子どもが親に付き添ってもらえる権利を直接的に妨げるのは,面会制限や,

処置時に親を退出させる等の取り扱いであるから,まず,医療機関や医療従

事者は,正当な理由がない限り,そのような取り扱いをしてはならない。す
｀

なわち,病棟の面会時間をな
｀
くして,原則して,いつでも面会できるように

すべきであるし,子どもに処置をするときは,親がそばにいられるようにす

べきである。

(0 もっとも,付き添いは,それを行う親にとって,:身体的 。経済的に大きな.

負担となる場合がある。また,子どもが入院している場合:親が24時間付

き添うことは非現実的である。そこで,親が付き添ぃやすくする措置 (宿泊

施設の整備等)や,親がいないときは親の替わりに誰かが子どもに付き添う
.

こと (病院における公的保育の整備等)が必要となる。これらは,子どもの

最善の利益を確保するため,子 どもの権利条約実施上,国や地方公共団体に

課せられた責務である。    1                '
(5)なお,虐待を受けた子どもが治療等のために入院しているような場合に虐

待親が当該子どもに付き添う場合等,'親等の付き添いが子どもの福祉に反す
:る ことが明らかな場合も存することに留意する必要はある。

3 治療中文は人院の活動に対する子どもの権和l

(1)子 どもの権利l条約31条 1項は,「締約国は,子どもが,休息しかつ余暇

をもう権利,その年齢にふさわしい遊びおよびレクリエーシヨン的活動を行

う権利,な らびに文化的生活および芸術に自由に参加する権利を認める」と

定めている。これは,子どもの成長・発澤にとρて休息や余F晟が不可欠であ

ること,年齢にふさわしい遊びやレクリエ■ション的活動や文化的活動を楽

しむことができる権利をもうことを明らかにしたものである。
1 さらに,子どもの権利条約32.条 2項は,「締約国は,子どもが文化的及
び芸術的生活に十分に参加する

・
権利を尊重 しかっ促進 し,な らびに,文化的

に,芸術的,1レク リ三ニ
ション的おょび余Π農的活動のための適当がっ平等な

機会の提供を奨励すると」としている。     1
(2)病気や怪我で入院しているような場合には,遊びや レクリエーションに参

加する機会が極端に少なくなりがちであるが,そのような場合であっても,

「適 当かつ平等な機会の提供」がなされるべきである。すなわち:遊びや レ

クリエ■シヨンの平等な機会を提供するために,入院 している等医療を受 け

ている子どもに対しては,特別の配慮が必要であり,国や地方公共団体は,

‐医療を受けている子どもが遊びやレクリエーションに完全参加するための条

件及び環境を整備する責務を負う。
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4 治療 中又は入院中の教育に対する子どもの権利

(1)子 どもは等しく教育を受ける権利を有する (日 本国憲法 26条,子どもの

権利l条約 28条 1項)。

(2)しか し,医療を受けている子ども,.と りわけ入院している子どもの教育ヘ

の参加 は低調である。入院している子 どもには,いわゆる院内学級等が用意

されているが;院内学級等は子どもが入院しているすべての病院にあるわけ

ではないし,院内学級等で学ぶためには一定期間の入院が予定されている場

合であること (就学要件)や,原籍校から院内学級等を設置している学校ヘ

の転籍が必要であることなど,様々な制約がある。こうしたことから,院内

学級等の整備 ,充実,就学要件の緩和等,医療を受ける子 どもが教育に完全

参加す るための条件及び環境を整備する必要がある。これ らが,国や地方公

共団体の責務であることは言 うまでもない。

(3)入院 している子どもに対する教育機会の提供としては,訪問教育も多用さ

れているところであるが,病院内に「教室」があることはきわめて重要な要

素である。ヽ特に長期療養を要する子どもたちが多く入院する拠点病院におい

ては,教室型の院内学級があることを要件とすべきである。    
「

51子 どもの自己決定権

(1)イ ンフォームド・コンセントの原貝Jは ,患者が自己の病状,医療行為の目
‐ 的,方法,危険性,代替的治療法などにつき正しい説明を受け,I理解したう

えで自主的に選択・同意・拒否できるという原則である。したがつて,患者

の側にも病状などにづいて説明を受け,それを理解する能力と医療行為を選、

択・同意・拒否する判断能力が必要である。|  しかし,ィ ンシォームド:

コシセントの原員1は 自己決定権そのものであるから:子 どもであるというす

事をもつて,かかる能力が欠けているとみなすべきではない。子どもといっ
■ても,年齢や成熟度はさまざまであり,こ の説明を理解する能力と判断能力

の有無・程度は子どもによつてまちまちである。子ども自身に説明を理解す

る能力と判断能力がある程度備わらているときは,子ども本人のコンセント

を認めるべきである。

(2)また,子 `ど もが,コ ンセントを完全にはできない場合であつても,親権者

などによるコンセントに加えて,子 ども自身のアセント (賛意)を得るべき

である。              :       :
(3)|ンセントにせよ,アセントにせよ,これらは有るか無いかの二者択下で

はなく,患者である子どもの年齢及び成熟度に従った無段階の1も のであり,

相当に考慮されなければならない
:(子

どもの権和j条約 12条 1項)。



平成 23年 2月 9日

第2回 「がん対策推進協議会小児がん専門委員会」
_            .                            増子孝徳

6 説明を受ける権利

(1)説明はインフォームド・コンセン トの前提又は手段としてのみ存在するも

のではない。患者は,完全な情報を提供される権利があり,説明を受ける権

禾llが ある。

(2)ヒ′たがって,子 ども自身が,その能力に応じた理解可能な方法によつて説

明を受けることができなければならない。子どもは年齢が低くとも,未熟な

存在または親に付属している存在としてみてはならずし二人の人間として意

思をもって存在していることを認識し,その子どものもつ権利を守るために

子どもに認知発達段階に応じた方法で説明をすることが必要である。|｀

7 心理社会的支援を行う専門家

(1)上述のような子どもの権利を担保するための人的体制として,療養する子

どもを心理社会的に支援する専門家が必要である。長期療養を要する子ども

たちが多く入院することとなる拠点病院においては, とりわけ重要であり:

必須と言つてよいと考えるも    |  ′

(2)療養支援を行う専門家が必要であるのは,その役割ないし重要性について

の以下のような指摘によるものである。
・医療を子ども及び家族を主体としたものにするためには,子 どもの思いや

考えを聞く態勢が,医療のいかなる状況においても存在しなければならな
い 。

。`いかに年齢が低くとも:子どもを未熟な存在または親に付属する存在とし
てみるのではなく,二人の人間として意思をもらて存在していることを認
識 し,その子 どもが持つ権利を守るために,子 どもの認知発達段階に応 じ

た方法で説明することが必要である。              1
・慣れない環境から生じ:その後の成長発達に影響するという可能性が懸念

される子どもの心理的混乱 (不安・緊張・恐怖など)を軽減し,本来ある

| べく成長発達を促すような介入 。支援が必然的に存在している。

・かかる介入。支援は,既存のスタンフのみでは不足し,子どもへの関わり
についての専門性を要するものである。 .  1  .

・医療の申での子 どもの不安は,疾病の悪
)l■度や予後とし`った,一般的な大

人の認識とは異なり,痛みや食事,行動制限の有無,親 との面会b点滴の

期間,1入院の期間など日常生活に起因する要素が多くを占めるという報告

がある。                    
‐

。そのような不安を傾聴し,応えることが子どもの本格を尊重し:その人権
を保障した医療にとつて重要な要素である。         |

4



平成 23年 2月 9日

第2回 「がん対策推進協議会小児がん専門委員会」.      
増子孝徳

8 「拠点病院」に必要な要件 (ま とめ)

① 面会時間制限がないこと

② 親の付き添いを支援する体制 (宿泊施設等)があること

③ 保育が提供されていること                    ,
④ 遊び :レクリエァションの実施が可能な環境の整備がされていること

⑤  (訪問教育ではなく)院内学級があること

⑥ 心理社会的支援を行う専門家 (CLS/HPS,「 子ども療養支援士J)
が酉己置されていること

5
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:        小児がん専門委員会意見提出用紙

委員名 :天野 1真介

<小児がんの診療体制についての問題点>

―
ニ
ー

題課 対1:応  :案
I Iヽ早がん医療の現状IFついて  ■
1-0 小児がん医療に関する情報発信

1171 発症から診断までの問題点   | |
1-1-(1)■ 般診療施設で小児がんを疑う

.    (小児がんを鑑男1診断とした場合の対応、連携体制):

1-1-(2)正 確かつ迅速な診断体制

(画像診断1,病理診断、血清/染色体/遺伝子などの解析を含む)

1-2診 断から初期治療までの問題点       1    1
1-2-(1)i診 断、治療に関する適切な説明 (セ カンドオピニオン

を含む)と 児べの対応

1-2T(2)治 療選択のあり方 :′

1-2-(3)治 療開始前に検討される事項

I 小児がん医療の現状について

1‐ 0 小児がん医療に関する情報発信

> がん対策情報ャンタニ
1こ押当するt′1ヽ児ぶんに特化した情報

提供ウェブサTビスと情報センタTを設置する。

> 1青報センタ可には¬すルセジターを併設し、寄甘られた責間
と口答集をウ手ブ等にて提供する (例 ご静岡県がんセンター)

1-1 発症から診断までの問題点
1-1-(1)一 般診療施設で小児がんを疑う

、 小児がんに関する医療者向けF~3発資料を作成し:学会や崖師
会を通じて医療機関や診療所に配布する。   _

> 小児が
～
関連学会が、小児がんとの鑑別診断が必要な例と:

疑われる場合の連携パスを作成し、ウェブ等にそ提供する。
1~17(2)正 確かつ迅速な診断体制
> 小児がん関連学会主導による中央診断体制の徹底
1-2診 断から初期治療までの問題点     、
1-2-(1)診 断、治療に関する適切な説明(セ カンドオピニオ
:      ンを含む)と 児への対応

> 当事者 (患児・家族・サバィバT)が参画する委員会を小児
がん関連学会に設置し、「標準説明手順書Jを作成・公開する:

1‐ 2-(2)治療選択のあり方

> 当事者が参画する委員会を小児がん関連学会に設置し、「患



Ｉ
Ｎ
Ｌ

i   (診断時の臓器機能、知能検査などの評価、精子保存など)

1-3治 療を行う際の問題点              :
1-3-(1)小 児がん治療 (集学的医療)を行う体制

(各診療科との連携体制など)

-37(2)化 学療法

-3-(3)外 科治療
二3-(4)放 射線治療

-3■ (5)副作用対策と支持療法

-3‐ 1(6)緩
和治療

児口家族の意思決定ガイド」を作成口公開する。

1-3治療を行う際の問題点

1-3二 (1)′小児がん治療(集学的医療)を行う体制

(各診療科 とつ連携体制など)

> 小児がんのうち、いわゆる難治がんについては診療体制の集
約化を図り、診療体制の質の向上を図る。但 し、集約化を図

・
る場合は、患児 "家族への支援体制を考慮する。

> 難治がん以外の:小児がんについては、診療体制の拠点化 コ登

録化を図り、小児がん患児・家族が自身のがんについて適切

な治療を受けられる施設がわかるよう、可視化する」

を 患写が黎元でフォロTア ップを受 |す られるよう、フォローア

ップが苛能な/11児 診療科を登録し、上言ヨ拠点病院との連携ネ

ットワークを構築する。    i
> 施設ごとの治療成績について、小児がん関連学会が主導して

デニタを集約し、公開する。

1-3-(2)化 学療法                  :
> がん腫ごとの標準プロ トコールを小児がん関連学会が明示す

るとともに、その治療が可能な施設を学会が明示する
`> 一定のエビデシスあぁる適応外の続がん斉1についで、小児が

ん関連学会が情報を収集 し、その適応外薬の早期保険適用に

向けた取り組みを厚生労働省が行う:

1-3-1(5)副 作用対策と支持療法

.1-3二 (6)緩和治療

> 小児がん治療における副作用、支持療法、緩和治療に関する

ガイドラインを、小児がん関連学会が作成、公開する。

)一 定のエビデンスのある適用外の支持療法薬、緩和治療薬に

1

1



ｌ
ω
Ｉ

1-0.二 (7)治療中の患■や家族会の対応 (子 どもあ権不りなど)

1-3-(8)臨 床研究治療

11-4フォローアツプ体制に対する問題点
1-4二 (1)疾患 口治療 口晩期合併症

´
リスクの提示

二4-(2)フォローアップ診療  :_｀
-4-(3)周 産期・成人診療科との連携

1-5そ の他

ついて、小児がん関連学会が情報を収集し、その適応外薬の

早期保険適用に向けた駆り組みを厚生労働省が行う。
1-3,(7)治 療中の患児や家族への対応 (子 どもの権利など)

> 小児がん患児や家族の肉体的・精神的 口社会的な苦痛の軽減

に関わる専門職種 (がん看護の専門・認定看護師、MSW、 .チ ャ
イルドライフスバシヤリスト)の あり方を整理し、小児がん
診療施設への配置 (施設における要件化)を行う。

> 小児医療における患児や家族への対応、子どもの権利保護の
実態とそのぁり方についてti厚生労働班研究等において調査

| と対応策の提示を行う
`1-3-(3)臨 床研究治療

> 開発や研究のインセンティブが乏しい小児がんに関わる未承
認薬・適応外薬については、イレセンテイブが得られるよう´
な臨床研究・薬事承認の体制、薬価制度を構築する。

i> 臨床研究体需1の集約化を図る。
1-4フ ォローアップ体制に対する問題点 '

1■ 4-(1) 患 口治療
f晩期合併症リスクの提示    i

ン 晩期合併症に関わるリスクについて、厚生労働班研究等にお‐

いて調査と対応策の提示を行う。

1=4-(2)フ ォローアップ診療
> がん診療連携拠点1病院等との連携体制の構築
1-4-(3)周 産期・成人診療科との連携
> 思春期がんの診療にづいて、小児がんに関わる診療科での治

療ゃセカンドオピニオンを推奨できるよう、小児がん関連学
会とがん関連学会とで取り決めを行うとともに、両学会とが

共同して思春期がんに関する臨床研究を推進する。



小児がん専門委員会意見提出用紙

委員名 : 檜山 英三    l   l
<小児がんの診療体制についての問題点>  '             i

‥

一

Ｉ

題課 対  応 ■案―

I 小児がん医療の現状について |

1■ 0 小児がん医療に関する情報発信

小児がん、の理解が‐般社会のみならず、医療者にも不十分

小児がん情報について、一般社会にも理解できる情報 (疫学、治療成績、

診療期間、フオローなど)を公的資金で作成し、日本の診療情報や連絡先

なども把握できる情報を作成して公開する      :
1‐ 1 発症から診断までの問題点    '
lTlT(1)一 般診療施設で小児がんを疑う体制         、 |

(′
1、児がんを鑑別診断とした場合の対応:連携体市1) .

‐   症状が不確定であり、/11児 がんの診断が澤れぅことが歩な くない

1-1,(2)正 確かっ迅速な診断体制

(画像診断、病理診断、血清/染色体/遺伝子などの解析を含む)

病翠診断や画像診断がしばしば間違つて診断されたり、診断に時

間を要することがある。また゛遺伝子診断や染色体診断が重要な腫瘍も少なく

なく、これら体系的に診断する施設がなく、現場の裁量で行っている:

,一般小児科病院に小児がんを示唆する症状や発生年齢のデニタを公開

し、小児がん診断について小児医療の中で啓発す る。 |

中央診断システムを確立し、画像や病理診断を正確かつ迅速に行つて確定

診
断を行|)、 これらのデータを保存して将来に応用できるデニタベースと

する。    :                      :

1=2診 断から初期治療までの問題点

1-2二 (1)診断、治療に関する適切な説明(セ カンドオピニォンを含む)と

児への対応   ´

1-2-(2)治 療選択のあり方

1-2-(3)治 療開始前に検討される事項

(診断時の臓器機能、知能検査などの評価、精子保存など)

:  診断をされてから、適切な治療をう,ナ るまそに時間かかかづたり、

: 治療をうけるために施設への紹介が遅れることがしばしばある。

:小児がんの診療ガイドラインを正しく作成し、そのガイドラインに沿つ

た診療を行う。                 、

治療に関しては、そのガイドラインで示された治療を以下の診療体制の

整つた施設 (いわゆる拠点)で行うことで診療報酬の加算が可能とする。

セカンドオピニオンについては、受入れ病院を公開する。



―
い
―

1二 3治療を行う際の問題点        1        
´

1-3-(1)小 児がん治療 (集学的医療)を行う体制

(各診療科との連携体制など)              .
1‐ 3二 (2)化学療法             |
1-o― (3)外科治療                     11
1-3-(4)放 射線治療          .
1-3-(5)造 血幹細胞移

1直
/細胞移揮 i

l-3-(6)副 作用対策と支持療法        . 1
1-3-(7)緩 和治療       :
1-3-(8)治 療中の患児や家族への対応 (子 どもの権利など)

1二 3-(9)臨 床研究 :  ―    1            1
現在、小児が

～
の患者は、部位やその種類によつて診療施設がことなり、必

ずしも最初から適切な病院そ診療されていない。最初はうまく治療開始されて

いたとしても、症例によっては対応できない治療法があつたり、副作用や緩和

ケアに十分対応できないでいる。臨床研究を行う施設が多すぎてその質的担保

が困難である。

各々のがんによつて、必要な治療法や診療科の専門家がことなるが、小

児のがんを取り扱う|こ は、小児腫瘍医、外科医、脳外科医、肇形外科医、

眼科医、緩和医療、放射線科医、小児病理医、精神的医などが必要である。

さらに、治療中の副作用対策や精神的サポ■ 卜に加えて、小児看護や保育

士、チャイルドライフスペシャリス ト等が必要である。これらのスタッフ

と施設を兼備えた施設を拠点として位置づけてて拠点での治療には診療報

酬加算を行うとともに、拠点維持への予算配分を行う。

治療中の家族や子どものケアにも十分な整備と配慮が必要

臨床研究を行う施設も質的担保のある施設である必要があり、この拠点

で行う。    ヽ                ´

ある程度、成人領域とタイアップした形の診療も必要でありt特に思春

期がんや若年成人に対してのがんにも対応できる施設とする。

ただ、造血器腫瘍に特化した施設など、小児がん全てを包括することは

困難であることから、臓器やがん1重別の拠点も検討すべきである。

1-4フォロ‐アツプ体制に対する問題点

1二 4=(1)疾患・治療「晩期合併症ウスクの提示

lT4-(2)フ オローァップ診療      ・       1
1■ 4-(3).周産翔・成人診療科との連携  :            |
長期フォローアップとして、発育成長、臓器障害、内分泌障害、妊早性ゃ二

次がんなどは、多くの診療料が関|わ うているが、医療槙1も 患者似1も ■分な認識

もなく漫然とフオロニされていることが少なくない。       .
1‐ oその他        '     ,

成人の診療科とタイアップし、さらに、小児の全診療科が関わるフォロー

アップ体帝1を確
=す

る:そのためには、フォローアップセンターを拠点と

して定め、晩期障害の,ス クなどを判定しミその後のフォローはその情報

をもとに地域の小児病院や小児医療施設で行うネットワTク体制を構築す

る。        (           _



小児がん専門委員会意見提出用紙

委員名 : 小 俣  智 子

<小児がんの診療体制についての問題点> 小児がん患者本人の立場から

１
０
‥

1課 |:■ |■ 11題■ 1対 :■■応 |■案

I

1

小児がん医療の現状について

下O J｀昇がん医療に関する情報発信

①情報の未整備

情報が散管ししており患者濠家族は不正確な情報を手にするおそ

れがある

②使用言語の統-   l             t
専F彎職FF13で 統~がなされてしヽない

医療陥議が難解なため鳳般市民の理解を得にくい

医療用話を一般社会で使用することにウスクがある

1-1 ,発症から診断までの問題点       1  1
1-1-(1)‐ 般診療施設で小児がんを疑う体制

(小児がんを鑑別診断とした場合の対応(連携体制)

①鑑男J診断時に家族が適切な診嚇施設などの情報を検素する手立

てがなりヽ。あ 1二 0 :
②連携をltl滑に行うキニパすソン (専門職)

■1-(2)正 確かつ迅速な診断体制

が し` |ょい

(画像診断、病理診断、血清/染色体/遺伝子などの解析を含む)

①診断を待つ間の本人 1家族、の説明及びIか理的支援     :

がん対策情報センタ下の情報の充実

情報発信の自的、発信媒体 H・ 方法、発信元、情報更新のルールな

どについて検討する必要性がある。

医学的な使用と社会的な使用の区男1も 含め、関係学会において使

用言語の意味と使用方法を統下し、情報を周知する

-0 診療施設、専門医の正確な情報の集約

専門職 (相 談支援員、がん専門看護師など)の配置と資質の向上

のための継続研修制度略

診断を待つ本人 鳳家族に対し、医師も含めた専 F彎 職の心理的支援

への対応を徹底する (ガイドライン作成と公開、実施徹底)



―
司
卜

　

　

・

1-2診 断から初期治療までの問題点 |

1-2-,(1)診断、治療に関する適切な説明(セ カンドオピニオン
1  を含む)と 児への対応            |

①本人 家ヽ族への統明
:

本人への説明を医療者が家族に任せてしまう

家族が本人への説明をまヒ否することがある

本人 ,家族への心理的負担の解消が徹底されていない

②兄第姉妹への説明がほとんどなされていないく家族任せであるこ

とが多い)          |         |
③患者家族会の活用が不十分で1ある 

｀        :
④セカンドオピ■摯レベの懲奪 r家族の負担が重しヽ

1-2■ (2)治療選択のあり方

○選択11必要な緒報と相談で参る場所が少ない1

1=2-(3)治療開始前に検討される事項   :
'    (診

断時の臓器機能、知能検査などの評価、精子保存など)・

〇本人。家族への充分な説明 (イ ンフオニムド事ンセントHイ ンツ
,ォ写ムドアセント)

1-3治 療を行 う際の問題点       :
〇 (1)彎'(7)について本人 '家族全の充分な説明 (イ ンフォニ

ム ド13ンセン ト・ インフォ守ム ドアセン ト)と 本人 "家族用の記

:鍬

8通?強馨鳥霊姦:藤ζ尤孟曇菖轟賞雅基穐羅ユ書像驚醤  ‐

⇒1二 0 患者家族会の1青報集約と票新

■ 1-0 セカンドオピニオン先の情報集約と更新

地域医療連携室、センターの相談支援員による業務の付加

選択時の家族の精神的負担べの対応t判断に必要な情報提示、ケ

選択決定へのサポ■ 卜に対するガイ ドライン作成、公開、実施徹

底           ‐

■ 2‐ (1)

説明内容や方法などについてσ検討しマニュアル化

本人家族が共有する群録のフォーヤツトを検討する (長期ラォ由

―アップヘの活用 )



―
∞
‥

1-3T(1)小 児がん治療 (集学的医療)を行 う体制
'｀

  (各 診療科との連携体市1な ど)

⑪どのような孝P弓職が必要か未検討       ・

②小寛得専F電医師|=ょ る治藤と療羨環境が確保されてし
'な

い

③家族あ療養環境に対する支援が必要をある  ´

④小児に出する駆簾遊携の栗整備           i
l二 3■ (2)化学療法       :
1-3-(3)外 科治療

1-3-(4)放 射線治療 l         l ・
:

1二 3-(5)造 血幹細胞移植/細胞移植 ‐

1-3二 (6)副作用対策と支持療法

1‐ 3-(7)緩 和治療

〇どのような体鮨」が必要であるか米検討
コー31(8)治 療中の患児ゃ家族べの対応 (子 どもの権利など)

①入院中の際養環境 (ソ フト
~m~1ハ

ニド薇)の栞整備 :|

:ヽ 遊び・学習の保障′       |
学校 艤地域との連携

②心理社会的問題の早期発見と対応が不十分である    .
家族の心理的負担、経済的負担

兄弟姉妹へわ支援 i
③復学時の準備に支援が必要である  ′

④復学後の対応に支援が必要そある

専問委員会|,おぃて検討 ″1  :
小児科専Fl医師の育成とノ1ヽ児科病棟での治療の徹底

宿泊施設の整備

地域医療連携室、センターの相談支′援員の活用

専門委員会において検討

遊ぴ H学習面におけるソフト画tハー ド面の項目検討 (率 子ども

病院参考)と ガイドライン作成        :
専F電 職の指定用件の設置   :`
①と同様、専門職 (社会福祉士)の配置を指定要件とする

兄弟姉妹へのインフオームドアセントの実施をガイドライン化

③、④専F弓職がチームとして支援していくシステムをガイドライ
ン化

関係者 (医療・看護・教育・福祉)の横断的連携モデル事業と定

着化のためのガイドライン作成      .



■
Ｏ
ｉ

11-3‐ (9)臨床研究

〇使用苗誰が統一されてし:)な い →1-0
0小児がん経験者のさらなる機跡調査、登録の推進

1-4フ オ甲―アツプ体制に対する問題点 .

1-4-(1)疾 患口治療・晩期合併症リスクの提示

〇診療機柳 =よ
ちて格幾があり,行われている機関|ま ま:だ少なしヽ

の病気、1■格など個男11生の高い説明il関するマニユアルがない「

③医療費のaJJ成がな

`ヽ

ため経済的負担を理轟に受診できなし`

〇患者本人の自党がない場合がある    . ヽ

④社会的自立が困難な場合の支援体鶯1が未整備      ■
1-4二 (2)フ ォロニァップ診療

.   1     1
①相談薔受診先の情報が未按備である

②受診時の医療1青報提供に時間がかかる、不十分なことがある

③疾患だけの関わりになる可能1性がある    |
lr4T(3)周産期

::成天診療科との連携      :
①成人科移行めためのシステムがない

1-5その他      ‐             |
①ガイIIラ インなどの話定要拝を新設した場合の経続効果m走と

機能評価  ‐ 、          一        :
のトークルケアに関わる専間職が■分ではない

③小児がん経験者の自立支援プ郷グラムの必要  :

学会などにおいて適切な使用言語の研究を進め、統一化を図る

研究において追跡調査および登録を行ない課題の検討

登録を進めるためのルールの4・A築

夕1)本人が成:本
した場合には、登録要件が発生する

.記録 (手帳)の活用

関係団体・患者家族会の協力要請

提示内容、講明の方法など1こ
つぃてのガイ ドライン作成、公開、

実施徹底

了ニュァルの関係学会などによる作成と実施徹蔵

所得に応じた助成+1度の成立

治療開始当初からの本人べの支援体制についてガイドラインを作

成、公開、実施4散底   .

長期フォロTア ツプセンタ■の設置

宰期フオロ■アツプの患者と新たな喚期合併痺なぐによる治療
が必要な患者への対応を区別や、疾患に伴う心理社会的課題ヽ

の支援を行う。

関係学会による成人科移行システムの要件検討、整備

新設指定要件、効果測定:機能評価の内容及び実施機関等につい

て委員会で検討       _
トータルケアの中心的役割として社会福祉士配置の指定要件設置

社会性を身につけ自立可能なプログラムの作成
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小児がん専門委員会意見提出用紙

委員名 : 原 純―

１
一
Ｎ
Ｉ

く小児がんの診療体制についての問題点>
:課 ■■■ 11■題 | 対 ■ 1応 : 案

Ｉ

　

ｌ

小児がん医療の現状について

-0 小児がん医療に関する情報発信

1

1

1

1

1

1

-2

肇症から診断までの問題点     :  ‐
r

T(1)一般診療施設で小颯がんを疑う体制      |
(小児がんを鑑別診断とした場合の対応、連携体制)

― (2)正確かつ迅速な診断体制     :
(画像診断、癖理診1断、血清/染色体/遺伝子などの解析を含む)

診断から初期治療までの問題点|   ,
-2ニ (1)診断、治療に関する適切な説明(セ カンドオピニオン

を含む)と 児への対応  :         
‐

-2-(2)治 療選択のあ り方

-2-(3)治 療開始前に検討 され る事項

:  (診断時の臓器機能、知能検査などの評価、精子保存など)

1-0初期症状の周知と治療には高い専門性が必要であることを社

1会に啓蒙する。治療法の誤りやフォ中一中の対応の課りが車大

な結果を招くことを啓蒙する。F~3蒙方法は学会、患者団体が共

同で、毎年、キキンペーシと行う。これまでの報道では、大変
:な病気Fある、としが伝ネぅⅢていない。

1-1(1)こ れは脳瞳瘍が特に問題となると思われるが、種々の1出腫

瘍でみられる初期症状などを学会などで、発表する:

171■ (2)小児がんを疑つた場合t病理組織を中央診断施設に送付す

る (現在、がん研究費で準備中)。

lT2-(1)中 央セカンドオピニオン体制の構築、セカンドオピニオン

可能医師のリストアツプ              ; |
1-2… (2)ガ ィ ドラインの作成とそれの遵守。それ以外の治療は臨床

試験として実施。               1
1-2二 (3)ガイ ドラインの作成 とそれの遵守。   :   :



―
二
ω
ｌ

173治 療を行う際の問題点

二 3‐ (1)、 小児がん治療 (集学的医療)を行 う体制

(各診療科との連携体制など)     1 ‐

-3-(2)化 学療法

∵3二 '(3)夕 科ヽ治療            |

1

1

1

T3-(4)放 射線治療    |
-3-(51)造血幹細胞移植/細胞移植    ｀

=3‐ (6)副作用対策と支持療法

-3二 (7)緩和治療   ―

■3-(8)治 療中の患児や家族べの対応 (子 どもの権利など)

1

1

二3-・ (9)臨床研究

出4フ ォローアップ体制に対する問題点  |
二:4-(1)疾患・治療 口晩期合併症リスクの提示

1-3こ れについては、現在のがん拠点病院の認定条件を踏襲 し、

それを下音[,小児用に改変するのがよいと思います。すなわち、

拠点病院のうち、小児がんも対象とする拠点病院と認定するた

めの要件を追加するのがよいでしょう。現在、拠点病院ではな
い、′小児病院は、特別にそれ用の要件を設定することになりま

す。以下、要件を示します。         '    ,
173二 (1)複数科よりなるキャンサ=ボード,I多職種によるカンファ

レンスが開催されている。   :
1■3=(2)化学療法を専従のノ1(児科医

:(血
液腫瘍専門医)が実施しそ

いる:        
｀

1‐3,(3)小児腫瘍の経験豊富な小児外科医、小児脳外科医、整形外

科辱が勤務している。 .
1・ 3二 (4)放射線治療専門医が治療:し てぃる。
173-(5)骨 髄バンク、店帯血バンク認定施設である。

1-3-(6)化学療法を専従の小児科医 (血液腫瘍専門医)、 が実施し
ている。

1-3二 (7)小児に対応可能な緩禾ロケアチニムがある。小児科医が緩和
ケア講習を受講 している。

1-3-(8)小児専従病棟心理士、ホスピタルプレイスペシャリスト
(チ ヤイルドライフ不ペシヤリスト)、 病棟保育士の配置、患

者相談窓甲の設置、病院のこども憲章 (EACH憲 章)の連守

1-3-(9)治験を担う中央部門があり、小児の治験の実績がある。臨

床試験をサポ下卜する中央部門がある古

lT4長期フオローアウプが依頼があり、ガイ ドラインに沿つた診

療を行つている。成人の診療が可能な体制を構築している。



1-4-(2)フ ォロTア ップ診療 |

1-4-(3)周 産期.・ 成人診療科
:と

の連携

175そ の他 _      1   - 1-0医療機能評価認定病院であること

日本血液小児がん学会専門医研修施設であること

―
“
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小児がん専門委員会意見提出用紙

委員名 :堀部 敬三

‥
二
い
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'<′
!ヽ 児がんの診療体市中こついての問題点>

対■■応|■1案

I

1

1小児がん医療の現状について  :
-0 小児がん医療に関する情報発信

一般社会のみならず、医療者においても、小児がんに対す
'る

認識は低い: :

1

1

-1: 発症から診断までの問題点      :
二11(1)一般診療施設で小児がんを疑う   1 -

(小児がんを鑑別診断とした場合の対応、連携体制)

二 1-(2)正 確かつ迅速な診断体制 ′

(画像診断、病理診断、血清/染色体/遺伝子などの解析を含む)

: 
希少疾患が多いため、診断確定が難 しい

1

1

-2診断から初期治療までの問題点

-2‐ (1)診断、治療に関する適切な説明 (セ カンドオピニオシ

|  を含む):と 児への対応
~

=2T(2)治 療選択のあり方           :
施設、および担当医によって説明のばらつきが大きい。

・情報発信の体制整備が必要である。

・国民がアクセスしやすいメディアを有効利用することも必要で

ある:6gテ レビ平マァシャル、ネット、新聞広告なども
。医療関係者ヽの情報発信の充実を図る。関連学会への情報提供

を行う ,(受動的に情報が入るような工大が必要)。

・拠点病院を指定して相談できる施設を明確にする。

・診療施設を集約化して診断精度の向上を図る。

・施設要件を明確にする。
:中央診断体市Jの肇備を図る。特殊診断にっぃて診療報酎‖に反映

させる道筋をつける。

・比較的よく遭遇する疾患には、

成する。  |   ´

。小児がん診療施設 と診療内容 ,

標準的説明文書、ビデオ等を作

実績の公開を促進する。



小児がん専門委員会意見提出用紙

委員名 :堀部 敬三

‥
二
い
「

'<′
!ヽ 児がんの診療体市中こついての問題点>

対■■応|■1案

I

1

1小児がん医療の現状について  :
-0 小児がん医療に関する情報発信

一般社会のみならず、医療者においても、小児がんに対す
'る

認識は低い: :

1

1

-1: 発症から診断までの問題点      :
二11(1)一般診療施設で小児がんを疑う   1 -

(小児がんを鑑別診断とした場合の対応、連携体制)

二 1-(2)正 確かつ迅速な診断体制 ′

(画像診断、病理診断、血清/染色体/遺伝子などの解析を含む)

: 
希少疾患が多いため、診断確定が難 しい

1

1

-2診断から初期治療までの問題点

-2‐ (1)診断、治療に関する適切な説明 (セ カンドオピニオシ

|  を含む):と 児への対応
~

=2T(2)治 療選択のあり方           :
施設、および担当医によって説明のばらつきが大きい。

・情報発信の体制整備が必要である。

・国民がアクセスしやすいメディアを有効利用することも必要で

ある:6gテ レビ平マァシャル、ネット、新聞広告なども
。医療関係者ヽの情報発信の充実を図る。関連学会への情報提供

を行う ,(受動的に情報が入るような工大が必要)。

・拠点病院を指定して相談できる施設を明確にする。

・診療施設を集約化して診断精度の向上を図る。

・施設要件を明確にする。
:中央診断体市Jの肇備を図る。特殊診断にっぃて診療報酎‖に反映

させる道筋をつける。

・比較的よく遭遇する疾患には、

成する。  |   ´

。小児がん診療施設 と診療内容 ,

標準的説明文書、ビデオ等を作

実績の公開を促進する。
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本人、両親、

ない。

疾患ごとや病期に

相違が小さくない

家族べの補助説明の体制が必ずしも整ってい

よって治療選択の幅が大きく、施設間の

0                                  1

1-2-(3)治療開始前に検討される事項     :     :
(診断時の臓器機能、知能検査などの評価、精子保存など)  .

1-3治 療を行う際の問題点        、     :
1-3T(1)小 児がん治療 (集学的医療)を行う体制
~   (各

診療科との連携体制など)     
｀

、 大規模施設がない。

疾患単位でみた場合。十分な経験をもう施設が極めて少な
い 6′

           ｀
 :

1-37(2)化 学療法        ¨

1-3■ (3)外科治療         |
1-3-(4)放 射線治療

先進医療機器⌒のアクャスが悪い。

1-3T(5)ヽ副作用対策と支持療法

十分標準化されていない。

1-3二 (6)緩和治療  :            :
必ずしも十分対応できていない:      ‐

1-3二 (7)治療中の患児や家族への対応 (子 どもの権利など)

専門のコメディカルがいない。

¬-3-(8)臨 床研究治療

臨床研究に対する認識が低い:1        '
臨床研究人の支援体制が乏しく(医師に過剰な負担がかか

・地域ごとの診療施設の集約化・拠′気化を推進する。そのために

は、人材の集約化も必要であり、人材の適正配置、分業|を促す仕

組みが必要である。地区単位の検討部会を設ける。

「小児がんひとまとめでなく、疾患ごとに専門施設を明確にする。

・ガイ ドラインの充実を図る。

「 先進医療の情報共有を図る。
,高度先進医療施設と小児病院の連携強化が必要であるぢ将来的

に、=体化もしくは隣接の設置など整備利用の利便性を図る必要

がある:

・養支援者の育成 。増員のために資格認定制度 と診療報酬への反

映が必要である。                   :
・児がん診療施設と小児治験拠′点病院を開示する6

・修医および専修医教育の中で臨床研究の推進が医師に求められ

る資質であることの認識を促す。

・床研究を支援する専門職の配置を推進する。
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つている。

1-4フ ォローアツプ体制に対する問題点

1-4二 (1)疾患口治療・晩期合併症リスクの提示     ｀
|・ 療施設におけるラォローァッフ

°
体制の開示が必要であるし

[供がきれていなぃも ―
     |:ラ 芽口■ナップに関するカイドラ患者本人に十分な情報捉 インの策定が必要である。~~       |。

落族サ|'ユ棒晟[急著kあ甚棋暮裏霧i[芋乞:
1-4-(2)フ ォロ∵アップ診療

―色―体制ぶホ十分である。    |原疾患治療終了後のフ燃

1-4二 (3)周産期 r成人診療科との連携     メ   ■
 |:量期フォロ,ァ ップ診療施設の情報開示を推進する。

■ 成人診療科 と連携 した長期フオローアップ専門外来を開設 |

している施設が少ない。         '     |

''   f              l。
小児科の診療対象年齢の延長を推進する。1-oそ の他

た供体需Jがなぃ。         卜息暮義慧署彗義鼈 源裏魯
・
:罫走[Lる。思春期患者の専門医療 1



小児がん専門委員会意見提出用紙

委員名 :  牧 木  敦
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<小児がんの診療体制についての問題点>
題課 対  応  案

I 小児がん医療の現状について

1-0 小児がん曜療lF関する情報発信

情報の量は■定存在するが、情報の質のllE保、および、休系化がな

されていない。

1,1 書症から診断までの問題点         '|
1-1-(1)二般診療施設で小児がんを疑う体静1      1
① 通常は除外診断になるような希少疾患なので、多忙な日常診療

の中で「疑う」ことすら極めて困難。

② がんを疑った後1こ 患者を紹介できる連携ネットワ■夕がなしヽ。

:がん専門の特定機能病院へは「軽し`疑い」では紹介しにくい。‐

1-1-(2)正 確かつ迅速な診断体制:        |
'  (画像診断、病理診断、血清/染色体/導伝子などの解析を含む)

大病院では、画像診断をひとつ入れるにも 1週間以上待つ事が希で

、はなく、複数の画像診断が必要な小児がんでは、治療開始までに何週

間もかかる例がある。

がん対策情報センタ下の「がん情報サニビス」の中に、体系化

された「小児がん」の1青報コーナーを「国家の責任で」設置する。

医学教育 (特に卒後)の充実が必須。現在の研修制度では、

小児科研修そのものが 3年目以後になるため、米国になら

い、1年目から小児科と内科を振り分け、小児科研修 2年間

の中で悪性腫瘍の研修を 2-3ヵ 月必須にするなどの抜本的

改革が必要。   f
小児がんについては、その希少性に鑑みて(「疑い症例の確

定診断 口除外診断」も、がん専門病院の使命と位置付けた方

が良い。保険点数もそれを保証するように改正する。一歩進

めて、小児がんを疑つた際に相談出来るホットラインの設置

なども検討余地あり。             |

小児がんについては、その進行の速さ、致死性に鑑み、画像診

断の実施やt病理診断のプロセスで、|プライオリテイを付けて

迅速化するよう、保険上の加算などを設けて対応させる。

①

②
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1■ 2診断から初期治療までの問題点 1
1-2、T(1)i診 断t治春に関する適切な説明 (セ カジ ドォ ピニォ ン

を含む)と 児への対応

施設毎に最適と考えらiれ る方法で行つている現状で、差が出るとす

れば、小児の心理状態に配慮して、理解しやすい説明補助を行えるパ

ラメディカルスタツフ (臨床心理士、チャイリレドライフスペシャリス
トなど)が十分に関与できてぃるかどうか、である:

1-2-~(2)1冶 療選択のあり方 l    ,・
1二 2-(3)治療開始前に検討される事項

|

共に、
´
施設および曝師の知識や能力IF左有さ4ぅρ

l-3治療を行う際の問題点 t      i :
1● 3T(1)Jヽ児がん治療(集学的医療)を行う体制
1■ 3-(2)化 学療法

1-3-(3)外 科治療         ,
lT3T(4)放 射線治療

1-3-(5)造 血幹細胞移植/細胞移植      ヽ

1‐ 3■ (6)副作用対策と支持療法

がんの種類によって、必要な診療科の構成が異なるが、小早が
～
の

治療に慣れた各科医師で構成されたフルスペックのチームは日本に

は無い。思春期やキャリーオ∵バーの患者に対しては、内科医の関与

も必要だが、小児医療センタニでは内科医が不在。     |
1-3T(7)緩 和治療

緩和医療IFお いては、成人分野でも発展途上であるが、成人の専門
家が小昇患者に慣れなぃため、十分なサTビスが受けられなし`事も多
い。              ・ ｀

   「   | .

小児がんなどの致死的な泰驀に関する説明行為1平 関して1本 :そ
の重要性を鑑み、十分に時間と人員をかける前提の保険点数の

設定が必要である。保険点数が十分に付けられれば、専門の人

早を増員する事が可能となる8

小児がん専門医の教育を充実させると共に、標準的な治療がし
つかりと行える施設を行政的に整備する必要があるも

① 治瘤を目指し:さ らに00L重視の治療を実施するため、他の
分野のがん専門家も巻き込んだフルスペラクのチニムを結
成し、そのような施設には、小児がん集学的治療加算を付け
られるようにする。              |

② :放射線治療医は、成人分野でも非常に数少ないため、専門医
が存在する施設が限られるd専門医の勤務する施設で小児が
ん治療を行えるような配備が必要。

③ 全体として、がんの各分野の専門家にt小児がんまで関わら
ていただくような政策の立案が必要。

緩和医療において、月ヽ児患者を重視して治療できるよう、保険
上の小児加算を重くする。在宅ケアも同様。 .
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1-3Tl(8)治 療中の患児や家族への対応 (子 どもの権利など)

|二 2■ 1(1)と 同様、施設毎に最適と考えられる1方法で行つて

いる現状で1月 児ヽの心理状態に配慮して対応出来るパラメディカルス
|

タラフ (臨床心理士、チやイルドライフスペシヤリストなど)が十分

に関与できることが必要:   |

1-3-(9)臨 床研究
、新規発症患者に対する集学的治療め臨床試験 口臨床研究と、新薬開

発のための治験や高度医療評価の臨床試験は、それぞれに多少要件が ト

異なる。後者については、企業の開発が期待出来ないため、成人のよ

うに薬剤開発は進まなぃのが現状。

1-4フォロニアツプ体制に対する問題点
1-4-(1)疾 患・治療・晩期合併症 リスクの提示   |
現状では、ケース毎に対応しているに過ぎない。

1-4-(2)フ ォローアップ診療          i
現状では、ケ■ス毎に対応してし`るに過ぎないb

抗がん治療から5年経過すると、小児慢性特定疾患助成が受けられ

ずt医療費の負担が増える:          i

11■ 4-(3)周 産期・成人診療科との連携

現状では、内科や婦人科などの関与が少ない。       :

′1-5 その他

小児がん患者の 00Lを保つため、十分に時間と人員をかける前

'提の保険点数の設定が必要である。保険点数が十分に付けられ

れば、専門の人員を増員する事が可能となる。

集学的治療の臨床試験については、がん拠点病院の臨床試験部

会のようなオープライズされたネットワークの枠組みで整備で

きるように、小児がん拠点のネットワークを作るべきである。

新薬の臨床試験に関しては1成人がんの同分野の中心である国

立がん研究センターが中心となり、製薬企業との折衝を行い、

場合にようては医師主導治験を推進する事で、積極的に問題解

決を図る必要があるよ製薬企業のキ算に頼れない分ヽ巨額の公

的な予算が必要となるよ          :

初発時から晩期合併症の濃厚な説明は行えなぃので、治療の段

階を追つて、その時々にどのような説明を行つていくべきか、

モデルが必要。学会を中心に整備すべき。

長期フォローアツプの重要性が強調され、具体的な各論には至

っていない。疾患毎、受けた治療毎に各臓器のリスクも異なる

ため、それらに配慮したフォロTア ップメニューが必要。

長期フオローアップに対する公的助成の検討が必要。

上記1-37(1)～ (6)で述べた対策と同じ。プラス長期

フォロニアップが必要な診療である事の位置付け (保険点数化)

が必要である。



小児がん専門委員会意見提出用紙

委員名 : 馬上 祐子

<小児がんめi診療体制についての問題点>

＝
Ｎ
贔
ト

課|■■■■■題|‐ | 対|‐1応■ |:‐ 案

I 小児がん医療の現状について～患児家族の立場からの問題点～

1二 0 小児がん医療に関する情報発信

①一般市民に小児がんの症状などについての知識がない (発症時患児

家族は小児がんを予想できない)

②医学部 “看護部での小児がんの医学教育が徹底していない

1-1 発症から診断までの問題点   =
1-1-(1)T般 診療施設で小児がんを疑う

(小児がんを鑑別診断とした場合の対応、連携体制)i

①特に難治性固形がん (小児脳腫瘍、骨軟部内腫など)、 および希少

小児がんは発症してから小児科、眼科、耳鼻l因喉科、精神科など多く

の科にかかり正確な診断まで時間がかかる。その間の患児家族の心理
的負担は大変大きく、緊急処置を余儀なくされるケースが多くある。

1-1-(2)正 確かつ迅速な診断体制

(画像診断、病理診断、血清/染色体/遺伝子などの解析を含む)

①正確迅速な病理 “画像診断がされていない。見落としなど  ,
②診断が変わることがある。

小児がん医療の現状についての対応策

1-0.小児がん医療に関する情報発信

①家庭の医学知識の向上の方策を考える一網羅的な検査の徹底等

②学校教育での徹底 (特 に難治性自形がん二小児脳腫瘍、脅軟部
肉腫など)            ´

1.1  発症から診断までの問題点
1.1.1.■般診療施設で小児がんを疑う/小児がんを鑑別診断とし

た場合の対応       :
①・小児科だけでなく各科においても迅速な診断
ハ経験豊富で資質のある専門医のぃる専門病院への迅速な紹介
・学会や行政から施設への呼びかけによる小児がんの知識の浸透、

1.1.2 正確かつ迅速な診断体制 (画像診断、病理診断、血清/染
色体/遺伝子などの解析を含む)

①迅速な中央病理診断システム+データの蓄積とその情報流通

②症例集約による病理研究推進      :
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lT2診 断から初期治療までの問題点「
治療体衛1の不備と情報不足       「    |
①小児がんはこどもの病死原因第二位であり、中でも死亡率の高い難

治性固形がん二小児脳腫瘍、骨軟部肉腫などは特に治療体制が整つて

いないため尊いこどもの命が失われている。

②患児の年齢、腫瘍の悪性度、腫瘍の場所によつて治療法が非常に多

岐にわたるためt高度な専門1生が必要。

③患児家族に対する情報の不足T専門の医師がどこにいるか、専門病

院がどこでどんな治療を行われているかわからず、適切な治療にたど
りつけない。               ′      :

1.?  診断から初期治療までの問題点

①②小児1図腫瘍 r骨軟部肉腫などの難治性小児がんの症傷1数集約

による専門施設および疾病別専Fヨ 医制度の確立  =
①②高度な設備と必要な人材投入など体制整備

①②生存率向上の目標と計画をたてる。

③専門施設、専従専門部門 (小児脳腫瘍部門、骨軟部肉腫部門な

ど)あ標癌など                 ′

ハ泰病別の治療実績、疾病別専門医 (小児脳腫瘍、骨軟部肉腫、
など)の実績紹介。臨床試験を積極的に行い、情報公開
・第二者機関による病院や医師の評価
"上記項目の情報の一元化と発信 (例 :イ ンターネット上の4悦がん情報セ

ンタT、 コールセンター、相談窓口など)

1-2-(‐1)診断、治療に関する適切な説明 (セ カン ドオピニォニ 11.2.1診断、治療に関する適切な説明 (セ カン ドオ ピニオシを含

|、む)と 児への対応を含む)と 児への対応        `
敬遠、聞きにくし`、時商 l①セカジドォ虐尋オンを患児家族の権利として指定要件とする。①セカンドオピニオンを受けにくい一医師が

l②十寧な説明と網羅的な情報 (実績の紹芥など)
がない       1

L副す用ittF聖評l生9理
角
|ば
患児家竺

に

'II申

ネ碁石
あ墨晶百豪素ふ蓼方i子 :込懸基轟署多く行う②短時間で疾病菫治療法

_― ― 士 ル .

ちて困難であり、知識を網羅することができない。 |・ 十分な治農説萌のためには医爺がそあ|時間をとれるような対策
5善渋の決断を追 られ、 |を とる→医師不足解消 (医師の人数を増やす )③こどもの命を助けるために障害を受け入れて朋1丁 0だαりl― l埠青τ叉l丁八イし0古次υ′沐期を理

ュ1、 13墓畠更言υ3置質ξ」言TX拿蘇こ嘱IL年 ニラiニムトコじ状況の急展開に患児家族とも心理的負担が大きt

1毛 ン「 ・ァを多 卜と患児家族の心のケア

1-2-(2).治療選択のあり方    `  °       、11.2.2治療選択のあり方    、
①標準治療が確立されていない疾病も多く、患児家族には様々な治療16わぶりや専しt落療悪f・礁床試験繕報
法のメリットデメリットがオ巴握|ざ きないことが多いも1臨床言式験θワ1青幸反

|:lξ雪[1ヒ聯]1115i〕[lifli当づ」,tζ l)イ

のイ散
膏 (ィ

:夕

~ネ ット

なども少ない。
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1-2二 (3)治療開始前に検討される事項   :
(診断時の臓器機能、知能検査などの評価、精子保存なギ) :

①治療前にしっかりとした後遺症、
:晩

期合併症の説明を受けることが

できない  :
②治療法と晩期合併症、後遺症の因果関係がはつきりtないことがあ

る。

1-3治 療を行う際の問題点            1    
｀

1-3‐ (1.)小児がん治療`(集学的治療、研究、地域医療との連携 |

体制)を行う体制 (各診療科との連携体制など)

①経験豊富で資質のある専F¬ 医、専門スタツフ、設備が整わず十分な

診療体常1が とられていない:        .  i

②治療研究開発、薬剤開発などが積極的に行われていなため、標準治
療が確立されない。

③治療格差:地域格差がある。    i

④成人科だけで小児がんが治療されている場合があり (小児脳腫瘍、

骨軟部肉1重など)適切な治療が受けられない。療養環境な,ど こどもの

権利が失ゎれている。
・集学的治療を標榜していても、医師間の意思の疎通が取られていず、

患児家族がその都度説明を余儀なくされる
‐

1.2.3  治療開始前に検討される事項 (診断時め臓器機能、知能

検査の評価、精子保存など)

①医師間の喚期合併症に関する最新情報の把握i

(イ ンターネットを活用した医師間ネットワTク 、ネットコンフアランス)

②晩期合併症、後遺症の正確な予測および対症法のための研究

1,3  治療を行う際の問題点            ｀

1.3.114)児がん治療 (集学的治療、研究、地域医療との連携体制)

を行う体制 (各診療科との連携体制など)  ‐

(関連 1.3.8  その他 (臨床研究治療))

①各疾病男1専門医 (小児脳腫瘍医:骨軟部内腫医など)を十分に

配置する。       '
・経験豊富なスタッシの十分な配備

小児看護専門看護師、がん看護専門看護師、家族支援専門看護師、がん (化学療法・疼

痛・放射線療法)認定看護師、児童心理士、医療保育士、チャイル ドライフスペシャリ

ス ト、管理栄養士、ボランティアスタツフ、ビアカウンセリング要員、専門ソーシャル

ワニカーなど     _   `                  :

②症例集約により治療研究開発、薬剤開発を、人材および資金投

入により積極的に行い標準治療をめざす。

③診療ガイドラインの徹底ti全国自勺なデT夕 を蓄積した小児がん

中央研究体制とその情報公開、医師間の周知

④泰学的治療19徹底を専門施設の押窯要件|す |
・家族を含めた多職種合同カシファレンスの実施    |
・関連学会から参加の横断的な臨床研究とその情報公開と流通

“学会などへの呼びかけによる集学的治療の推進
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・関係各科により治療 方針が異なる      |        |
´'｀ |      16専門施設、章門医と地域の病院と医師とのネットワーク強化の⑤地域の病院との連携がとられていない:

・集約化をすることにより医療過疎地の人々はさらに治療が困難にな |ための柔軟な対策 (研修制度、医師派遣`出 張、医師聞ネット・コンファランス、

るふ       
‐    1 1         1イ ンターネットによる情報交換)

⑥集約化により、より多くの患児家族が遠方での治療を余儀なくされ l⑥宿泊施設、滞在費・交通費援助など小児がん療養助成
、家族あ負担が多 くなる    ・  1 11口 栞」便性の高い場所に専門施設があること    :る:経済的、心理的負担

1-3-(2.)化学療法                    11.3.2 化学療法        .  = =ヽ

①成人科でおこなわれていることがある           | l① 集学的治療は必須条件をする

歩ヽない。
(    : l②

専由医の育成②難治性固形がんなどの疾病別専門小児科医カ

③外来治療となると白血球が低い時の自宅でのこ1どものケアが大変 l②化学療法中の相談ホットライン、白血球の低いこどものレスパ

である。  i                         lイ ト施設、療養助成

|・ | ■   11.131州 療だ1‐1‐ 3T(3)外 科治療

①経験豊富な医師が少ない。(特に難治性希少がん二小尭脳腫瘍;1科 l①手術件数、疾鵜完1治療件数公開

ど)医師の技術について患児豪族は信頼する |:経験豊富で資責のある聟医、小児骨軟部肉腫医な 妻門医による研修制度
′  ́    i   l彙 第二者による評価       _ことしかできない。

1 
■ lti4鵬聯厳  :1-3,(4)放 射線治療 |ヽ    ・           、 11.3:4 放射線療法   ~

①後遺症、晩期合併症を抑えること′ができる陽子線が高額である: :l①高度医療機器が必須、ン
                         l② 施設間の医療機器の連携時の医師の連携②高度医療機器のために転院せざるをえなし`。

③小児専門放射線医、技師が少ない l③小児専門放射線医、技師の育成
・
        11.3.5  副作用対策と支持療法         :1-3-(5)副 作用対策と支持療法

ふ理的負担が大きぃ    |   :   10日 症状改善法(対処法の開発、①副作用により身体的、Jl

|1事「1ス タツフによる患児の心のケア

11:う .6 緩和療法1-3二・(6)緩和治療

①小児に関して疼痛管理、心理自勺サポートt栄養面など合めた杢人的 l①小児緩和医療体制の権立
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緩和医療が普及していない               .
・

 1    '

②こどもホスピス、在宅医療など終末期への援助が足りない

③患児家族

^め

fぃ のヶアが足 りなぃ (グ リTフケァの必要 ll・■):

1-3二 (ア )治療中の患児や家族全の対応 (子どもの権利など)

①心理的・社会的支援が少ない     |

②心理的「社会的支援の1'青報が少なしヽ

③治療中の患児の等しく学ハヽ権利が損なわれてし`る。
(転校手続きぶ煩雑、院内学級がない、復学入学の橋波しがな、い)

④診療体制を集約イヒした場合、宿泊施設、交通費他にかかる療養助成

費の援助がなければ治療をすることができない         :
⑤きょうだいへのサポートがない (預け先がない)    i
⑥施設への意見を言う場がない

1-3● (8)臨床研究治療 ‐

①標準治療が確立されていない疾病が多い。研究が十分にされていな

(小児専Fl看護師 ,医療保育士 (チ ャイル ドライフスペシャリス ト)、 心理士、小児精

神科、栄養管理士など)             ―   、

②訪間看護師・医師派遣、ホスピス運営、レスパイト施設の普及

③ソーシヤルワーカー、カウンセラーによる支援

1.3,17治療中の患児家族への対応 (こ どもの権利) 、

①患児家族の′00Lの正確な評価 (ヒ シリング、アンケート)を毎
年行い、公開し、実状にあつた専門スタッフ投入など対策を講じヽ
る ((夕1:県立静岡がんセンタニ「がん体験者の悩みや負担などに

関する実態調査 7885人の芦)

②小児がん相談支援室あ設置、小児がん相談員の常離:イ ンタニ

ネット上小児がん情報センター、コ∵ルセンターにて正確な情報
公開                           ―

・小児がん専F電 ソニシヤルワニカー、ピアカウンセリング
・小慢、各障害認定など助成手続き情報の徹底
・患者会/院内親の会との交流、
4小児看護専門着護師t医療保育士 (チ キイル

iド

ライフスペシャ

リスト)な どの早守り1支援
③院内学級は必須 (高校まで)

養護教諭、ボランティア活用、教育コーディネータ■

④小児が
～
療養費助成 (宿泊施設、滞在費・交通費他支援必須)

⑤保育ボランティァ採用などきようだいへの支援は必須条件

⑥施設の状況改善のためにも患児家族が施設に対する評価をする
システムは必須                    :

①症例数を集約し、人材及び資金を投入、標準治療確立そして治
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1-4フォローアツプ体制に対する問題点

1二 4-(1)疾患口治療・晩期合併症リスクの提示

①フォローアツプをどのようにやっていけばよいのか (どの時期にど

のような症状がでるかなど与探りの状態)の知識が少ない6

②後遺障害、晩期合併症についてわからていないことが多い。

③後遺障害の対処法に苦慮している患児家族が多い。
´
(運動障害、聴

覚障害、視党障害、内分泌障害:下垂体機能低下症(高次機能障害、

歯芽形成不金、不定愁訴、リハビリテーションな:ど)     ● 1

1-4二 (2)ラ ォ:由 ∵ァップ診療   ‐

①一生にわたつてケアしなければならないが、弓|う 越しなどで病院を

変わらなければならず、フォロニァップの病院を探すのが難しい:

1-4-(3)周 産期 8成人診療科との連携

①小児がん治療とその影響について成本診療科にて理解が少ない

癒に向けての関係各科 (各学会)の横断的研究促進。データの中

央集約化

1-4iフ ォローアップ   . .
1二4-1:疾患・治療・晩期合併症 リスクの提示

①初期治療前からの医師からの晩期合併痺の
=確

な1青報提供・

・後遺症、晩期合併症の
=確

な評価方法        ´

②後遺障害 `晩期合併症の治療研究開発

③日々 の生活での対処法についてのわかりやすい情報 (4ヽ児がん情報

センターHP,相 談窓口、コールセンター)  _

1「4-2.フ ォi口
=ア ツ

｀
プ診療    |

①専門施設で治療時の治療サマリニの確立と保管 (長期フォロ
=

アップ手帳など)

・地方病院との連携の確立

1-4-3.周 産期 ,成人診療科との連携

①成人科への小児がん晩期合併症、後遺症の周知 (医師間ネット

ワーク)          ′

■長期フォローァッサ手lleの記入と保持
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、く小児がんの診療体制についての問題点>   |
,題課 案応対

1

1

小早がん医療の現状について
二0 小児がん医療に関する情報発信

小児がん1こ関する理解が一般社会、■般診療を担う医療者に不十分

■ 1 ‐発症か ら診断までの問題点            i
ri二 (1)一般診猿施設そ小見ぶんを疑う体制

患者が小児がん診断施設に受診するまでの経過はさまざま
-1｀ 一 (2)正確かつ迅速な診断体市1

小児であることによる診断検査の制限 (鎮静が必要など)

施設によう診断検査の制限 (検査機器を保有:し ないなど)

:保
険診療による診断検査の+1限 (保険未収載など)   i

小児がんの画像診断、病理診断に実績を有する医師はごく少数

上記の問題により診断確定まで長期間を要することも

1■ 2診 断か ら初期治泰までの問題点

1-2=(1)診 断、治療に関する適切な説明 (セ カンドオピニオン

を含む)と 児人の対応  i
l-2T(2)治 療選択のあり方            ¨

■診断・治療に関する説明、治療選択は施設によりさまざま

1二 2-(3)治 療開始前に検討される事項    l
二治療開始前の評価・対応は施設によりさまざま

１

　

１

1-0.               :

―小児がんに関する網羅的、系統的な情報を継続的に発信する体

制の整備

1-1-(1)             

｀   ‐

―小児がん診療拠点施設情報を提示 (施設・役割 口受診方法など)

1-1-(2)

―小児がん診療拠点施設の要件 (診断体制)

―診断実績を有するスタ

'フ

の配置            _
―診断基準に関する情報発信 (一般、および医療者)

―診
暫

コンサノンテ
ニション体,1/中 央診断体制

`経

費にも対応)

―正確かつ迅速な診断に必要性の高い検査の保険収載

1-2-(1)(2)

―小児がん診療拠点施設の要件 (診断、治療に関する適切な説明)

一治療選択に関する情報発信 (一般、および医療者)

1-2-(3)    、

一治療開始前に必要な評価・対応の標準イビ
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173治 療を行 う際の問題点 ■  . t
l-3-(1)小児がん治療(集学白も医療)を行う体需1      11
二必要な診療機能の未整備により患者の転院を要する
一.必要な診療機能の未整備により診療の質が低下する
一小児腫瘍科,外科,放射線科,病理診断科など診断,治療部門だけで

なく,小児がん診療経験を有する内分泌科,神経科:心理科,リ ブヽビウ

テニション科など支持医療部門も参加した集学的医療が望ましい

1二 3=(2)化 学療法        |         :′

1二 3-('3)外 科治療   .
―小児がん各疾患の治療経験を有する外科医師は少数

1二 ё二 (4)赦射線治療         i
…小児に対する放射線治療を専門とする/経験 してtヽ

射線治療医)は ごく少数    1
-施設放射線治療匡が小児放射線治療医に押談しながら治療    、
一放射線治療設備を保有しない施設  .         :   

｀

一放射線治療に鎮静 (麻酔)を要することも    ヽ

―保険診療点数に関わる問題 (年間 100件以上の放射線治療が施設認

定条件、件数に満たない場合に保険診療点数は 70%に減額 )

1-3-(5)造典幹細胞移植イ細胞移植
―造血細胞移植認定施設|ま限定されている      ::

「
施設のスケジュニルと患者の移植希望時期の調整

1-3-(6)副 作用対策と支持療法

1二 3■ (7)緩和治療     :    _        :
二対応は施設,患者によりさまざま (画

二
的対応は非現実的な側面も)

1-3

1‐3-(1)

二小児がん診療拠点施設の要件 (診療体制 )

・ 小児がん診断 n治療 Bフ ォローアツプに必要な診療機能

―小児がん合併症の管理に必要な診機能

一小児がん診療に求められ るコメディカルスタッフの配置

T小児がん診療体制に関する施設情報を提示

1■3-(2)

一小児がん診療拠点施設の要件 (イじ学療法の安全管理 )

1-3-(3)     i                               _

―小児がん診療拠点施設の要件 (外科治療 )

1-3=(4)
二小児がん診療拠点施設の要件 (放射線治療 )

一保険診療制度の改正 (小児治療施設にも十分な診療報酬を)

113-(5)

一小児がん診療拠点施設の要件 (造血細胞移植 )

1-3-“ )σ )

T副作用対策と支持療法,緩和治療の標準化
―小児がん診療拠点施設の要件 (副作用対策と支持療法)

る医師 (小児放



一患者口家族の闘病の質に大きく関わる要素           |「 小児がん診療拠点施設の要件 (緩和医療)

1二 3-(8)治 療中の患児や家族への対応 (子 どもの権利など) 11二3-(8)       .
―求められる支援は患者,施設,地域によりさまざま        |=患 者・家族支援情報のわかりやすい提示
―提供されている支援もさまざま                |― 小児がん診療拠点施設1の要件 (支援):       ・ |    11-3-ω )173-(9)臨 床研究´

                        :||た ノ1ヽ 児がん診療拠点施設の要件 (臨床研究)
―研究対象患者を診療する施設の実績はさまざま

―対象患者数に比して多くの施設数で行う多施設共同研究は非効素 |二 集約|ヒにょり効率的に研究を推進

制に対する間麓点       、 11-41-4フ ォローアップ体
1

療・晩劫答碑症 リスクの腱宗       |-4)児 がん診療拠点施設の要件 (フ ォローアップ)1-4-(1)疾 患・治

1-4-(2)フ ォローアップ診療   =
1=4-(3)周 産期

「
成人診療科との連携

=晩期合併症情報の集積と適切な情報発信
―フォロニアツプ診療の標準化
―晩期合併症に対応する成人診療機能の整備
二小児がん経験者の妊娠・出産に関する情報の蓄積

l-s ?alu lr-s
T「小児がん診療は不採算」「医療者の消耗・疲弊」     :  11参 療報酬の再検討 =拠点施設に対する交付金などの対応

|― 医学部と小児病院の連携構築  ´二医学部教育と小児がん診療

Ｉ
Ｎ
Ｏ
‥

【まとめ】       : ~          ́                    ,
一小児が

～
に対する集学的医療の提供,患者・家族支援,研究の推進,教育環境の整備のために診療施設の集約化は効率的な方法

=必
要な機能を有する「小児がん診療拠点施設」を整備,さ らに拠点施設の中核を担う「小児がんセンター」を整備

―「小児がんセンター」「′1ヽ 児がん診療拠点施設」が連携,役割を明確化,ネ ットワークを形成し,小児がん医療の集約化を推進
―不採算等の問題の解決するため診療報酬の再検討                          :
―「小児がんセンタT」 「′

1ヽ児がん診療拠点施設」1こ 対する交付金などによる財政的支援
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小́児がんの診療体tll論:点整理メモ (案 )



:  第2回小児がん専門委員会 小児がんの診療体制 論点整理メモ

<小児がんの診療体制にっいての問題点> |

―
ユ
ー

■課||‐ ■■1■■題 対■‐■応■■案

I

1

小児がん医療の現状について

-0 小児がん医療に関する情報発信

小児がんへの理解が一般社会のみならず、医療者にも不十分 小児がん情報の提供システムの構築 :

<例 >   1
> がん情報サニビス

》 情報センターの設置 (コ ールセンタ‐)       1
> T般社会にも理解できる情報 (疫学、治療成績、診療期間、

ローなど)

> キャンペァン   「

小児がん医療の社会啓発   ィ    :

フ ォ

-1 発症から診断までの問題点    :     ′

一′1-(1)一般診療施設で小児がんを疑う体需11

: 
′
 (小児がんを錨層1診断とした場合の対応、導携体制

)

症状が不確定であり、小児がんの診断が遅れることが少なくない

(2):正確かう迅速な診断体制  :  ‐           「

(画像診断t病理診断、血清ノ染色体ン遺伝子などの解析を含む)

病理診断や画像診断がしばしば間違つて診断されたり、診断に時

1

1

′
1)児がんの初期症状や発生年齢のデニタの公開

医学教育の充実   ′

診断基準に関する情報発信 :

<例 >                 :

> i連携パスの作成とウェブ公開

> 疑い症例の診断と除外診断を専門施設で実施

正確かつ迅速な病理診断等を行うためのシステムの構築
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間を要することがある。また、遺伝子診断や染色体診断が重要な腫瘍も少なく

なく、これら体系的に診断する施設がなくt現場の裁量で行つている:

1

1

=2診 断から初期治療までの問題点  、

-2-(1)診 断、冷療 1手 関する適切な説明 (セ カンドオピニオンを含む)と

児への対応

-2-(2)治 療選択のあり方   :
■2■ (3)｀治療開始前に検討される事項     :

1(診 断時の臓器機能、:知能検査などの評価t精子保存など)

診断をされてから、適切な治療をうけるまでに時間がかかったり

治療をうけぅために施設への紹介が遅れることが,ばしばある。

1

1

正しい診療ガイドラインを作成し、遵守

心理面も含めた社会的支援

セカン ドオ ピユオン受入れ可能な病院の公開

<例 >
> 

“

域医療連携室L相談支援員の活用など
治療前の実施項目のガイ ドラインの作成  ‐

<例 >              |`

> 必要な項目の評価、対応の標準化など

1-o｀治療を行,際の間撃点       |
1-3二 (1)小児がん治療 (集学的医療)を行う体制

(各診療科との連携体制など) :   :
1-3-(2)化 学療法    `
lT,一 (3)外科治療       ́    :
1二 3二 (4)放射線治療         ‐

1-3T(5)造典幹細胞移植ノ綱胞移植  :
1-3-(6)副 作用対策と支持療法

1-3-(7)緩 和治療   ヽ     ,
1-3-(8)治療中の春児や家族への対応 (子 どもの権利など)

|-3‐ (0)臨床研究
‐    ′

複数診療科による医療チーム :キャンサーボニ ド

> 多職種によるカンフアレンスの実施

0 化学療法            、

0 外科療法

● 放射線治療 など

> 関係者の横断連携 :医療・看護・教育 :福祉の横断連携

緩和ケアチーム           、

看護師等のスタッフ         |
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現在、小児がんの患者は、部位やその種類によって診療施設がことなり、必

ずしも最初から適切な病院で診療されていない。・最初はうまく治療開始されて

いたとしても、症例にようては対応できない治療法があつたり、副作用や緩和

ケアに十分対応できないでいる。臨床研究を行う施設が多すぎてその質的担保

が困難である。                   ´ '

・  施設     .
<例 >                              "

:  ン 相談支援員と相談窓口

> 院内学級 (高校まで)     1 .
> 宿泊施設

o 臨床試験体制

》 実施している先進医療の情報共有          ..
》 先進医療届出施設との連携

。 その他の要件   |
》 診療施設の可視化、正確ながん登録と治療成績の公開

た がん診療連携拠点病院 :成人領域とタイアップした形の診療も必

要であり、特に思香期がんや若年成人に対してのがんにも対応

できる施設とする。

》 関連学会の専門医研修施設など

● 副作用対策、支持療法、緩和医療の標準化  t

ただ、造車器腫瘍:脳腫瘍、整形外科1重瘍などを含めた小児がん全てを

包括することは困難である●とから、臓器やがん腫別の拠点も検討すべき
である。|                 ‐



1-4｀ フォローアツプ体制に対する問題点      :
1-4‐ (1)疾患・治療・晩期合併症リスクの提示

1-4-(2)フ ォロニアップ診療   ・             .

1-4-(3)周 産期 日成人診療科との連携     .,   「

長期フォロTア ップとして、発育成長、臓器障害、内分泌障害、ン妊子性や二

次がんなどは、多くの診療科が関わっているが、医療側も患者側も十分な認識ヽ

もなく漫然とフォロニされていることが少なくない:      ′

フォローアウプメニューとガイドライン

成人の診療科どタイアップ 、      1
小児の全診療科が関わるフォローアップ体制

フォローアップセンターとネットワーク

》 センターを拠点として定め、晩期障害のリ

の後のフォローはその情報をもとに行う。

> 地域の小児病院や小児医療施設で行うネッ

スクなどを判定し、

トワーク体市1を構築

そ

1-5そ の他 o 小児科診療の対象年齢の延長

, 思春期患者の専門施設

● 医学教育施設、研究施設との連携

, 拠点施設への交付金
―
ヽ
１



参考資料 1

第 1回がん対策推進協議会小児がん専門委員会 議事概要

日時 :平成 23年 1月 ■1日 (月 )14Ю O～ 16Ю0

場所 :厚生労働省専用第 17会議室

厚生労働省健康局外山千也局長の冒頭の挨拶に引き続き、がん対策推進協議会垣添忠生

会長より、専門委員会の設立の経緯が説明され、当該委員会委員長として檜山英三委員が

指名された。垣添会長および檜山委員長の冒頭の挨拶では。平成 19年に出されたがん対策

推進基本計画 (以下、基本計画)では、小児がん対策について十分に触れられていなかっ

たため、平成 24年の基本計画の変更の際に具体的な計画を盛り込むための検討を行う目的

でt昨年 12月 のがん対策推進協議会 (以下、協議会)で小児がん専門委員会 (以下、当該

委員会)の設置が決定されたという経緯説明、および、小児がんの特徴として、がんの原

因を考える上での重要性、医療施設の集約化が必要な分野であること、治療の影響がその

後の生活に影響すること、などを挙げ、その特徴に応じた対策を立てる事が重要である旨

が話された。
「

    `            1
厚生労働省健康局がん対策推進室鈴木室長より、.資料1お よび 4を用いて、当該委員会

の目的、構成:検討事項、運営を含めた設置要項、́および、その法的根拠が示された。次

いで、
J資

料 2と して当該委員会め運営規定案が示され、正式に承認されたよ
~ ‐

引き続きt資料 3に示された各委員より、自己紹介が行われると共に事前に提出された

意見書および附随資料に基づいた意見が述べられた (資料5):各委員の意見の要旨は以下

の通りである (発言順)。              |
天野委員 :7‐8害Jが治癒可能な申で残された難治小児がんへの対策、長期フォローアシ

プを合む洛療以外あ支援策:息春期がんに対する寿策t'適慮外薬・某承認葉を合むドラジ
:

グラグヘの対策(の 4つが重要である。|     :     ,        ご

原委員 :医療施設の集約化を行いt主たる治療を担当する拠点とケアを行う:サテライト

施設を関連付けて配置する事で患者の利便性を図るがき。臨床試験は(全国の患者さんに

協力をいただくので、データを集約する中央機構に対する予算が必要。期限付き競争的研

究費ではなくt国家事業としての位置付けが必要。t他、緩和クア、適応外薬、疫学デ‐夕ヾ

基礎研究を推進する大学講座の設置、長期フォローアップと精神的支援、など。

堀部委員 :本委員会で扱う対象の小児がん定義付けははつきりさせるべき6成人が小児

-1-



特有のがんを発症する事もあるので、がん登録につぃては小児の学会の垣根を越え、行政

主導の対策が必要。医療体制では、 1施設で診療する患者数を先進国間で比較すると、:日

本は極めて少ない。症例数と地理的状況を考慮しつつ、拠点の医療施設数を決定していく

必要がある。また、5年計画では目標が短期になりがちだが、長期的視野で考える事も重

要。                          '
牧本委員 :ガ 児ヽがん診療を行う専門施設を集約化し、人材を集中させることによつて医

療技術の質を高める事が最も重要であり、新薬開発と臨床試験、がん登録、専門医の育成、

在宅医療、支持療法と長期フォローアップなど、他の重要な問題はこれによって解決しや

すくなると期待される。                          ′

馬上委員 :小児月肖腫瘍は、小児がんの問題ソ点を全て抱えている分野。生存率が低く(一

人の患者に複数の合併症が生じるため、拠′点化に′よる治療とともに精神的社会的ケアを行

う専門家の育成と体制の構築が不可欠。

森委員 :小児がんの頻度や疾患特性に配慮した「小児がん対策推進計画」の策定が必要。

強調したいのは拠点施設の整備でtこれが達成されれば後の目的の多くが達成できる。基

礎研究、情報発信、医学教育が重要。

小俣委員 :小児がんの闘病者は10万人に上るとせ言われて医学的、社会的、発達的な多

様な問題から(家族だけでの支援に限界があり、治療と同時に、それに伴って生じる生活

課題への支援が必要。

上記意見を踏まえ、当該委員会で検討する対ネ疾患鮮、ガヽ児特有のが々とし、年幹は。20

歳未満を概ね対象とするが、30歳までの若年者、小児に発生する上皮il■_癌を含めて情報収

集を行いて施策を講じる事が重要とされた。また、診療体制 (拠′点化・集約化)、 患者 。家

族への支援、
｀
長期フォロ■アップ、難治がん対策、がん登録の 5項目を主要テ,マ とする

ことが委員長から提案され、次回委員会においてテーを確認をあらためて行うとともに、

まずは診療体制について議論を行うことヽ 今後の委員会で順次議論を進め、協議会へ提言

を行ぅていくこと―が確認されたも,こ れらの議論を行うために参考人を招聘する際には、事

務局宛に目白うとプロフィ■′レを添えて推薦してもらい、委員の許可を得るという取り決め

がなされた。次回委員会開催については、別途日程調整を行った上で決定することが知ら

された。  以上6     ,        「          :
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参考資料2

健 発 第 030100'1号

平 成 20年 3月 1日

各都道府県知事 殿

厚生労働省健康局長

がん診療連携拠点病院の整備にっ`い
て

我が国のがん対策については、がん対策基本法 (平成 1‐ 8年法律第 98号)及び

同法の規定に基づく「がん対策推進基本計画」 (平成‐19年 6月 15日 閣議決定。

以下「基本計画」という。)｀ によヽり、総合的かう計画的に推進しているところであ

る。   「               1              1
が/v診療連携拠点病院については、全国どこでも質の高いがん医療を提供するこ

とができるよう、がん医療の均てん化を戦略目標とする「第 3次対がん10か年総

合戦略」等に基づき、その整備を進めてきたところであるが、基本計画において、

更なる機能強化に向けた検討を進めていく等とされていることから、「がん診療連

携拠点病院め指定に関する検討会Jを開催し、指定要件の見直し等にっぃて検討を

進めてきたどころである。   :   :    :       :
1今般、この検討会からの提言を踏まえ、「がん診療連携拠点病院の整備に関する

指針」 (以下「指針」どいう。)を別添のとおり定めたので通知する:      :
ついては、各都道府県におかれては、指針の内容を十分了知の上、がん患者がそ

め居住する地域にかかわらず等しくそのがんの状態に応じた適切ながん医療を受け

ることができるようくかん診療連携拠点病院め推薦につき特段の配慮をお願し`する:

また、指針に規定する「新規指定推薦書」等については、別途通知するので留意

されたい。                      .
おって、「がん診療連携拠点病院の整備につぃて」 (平成 18年 2月 1日 付け健

発第0201004号厚生労働省健康局長通知)は、平成20年 3月 31日 限り廃止する。
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がん診療連携拠点病院の整備に関する指針     11
(健発第03010ol号 平成 20年 3月 1日 厚生労働省健康局長通知)

(平成 22年 3月 31日 一部改正 )

i

1 がん診療連携拠点病院 (都道府県がん:診療連携拠点病院及び地域がん診療連

携拠点病院をいう。以下同じ。)は、都道府県知事が2を踏まえて推薦する医

療機関について(第二者によ,つ て構成される検討会の意見を踏まえ、厚生労働

大臣が適当と認めるものを指定するものとする。

2 都道府県はt専門的ながん医療の提供等を行う医療機関の整備を図るととも

_ に、当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制の整備を図るほか(がん患

者に対する相談支援及び情報提供を行うため、都道府県がん診療連携拠点病院

1  にあつては、都道府県に1カ所、地域がん診療連携拠点病院にあらては、2次
′
 医療圏 (都遺府県かん診療連携拠点病院が整備されている2次医療圏を除く。

に1カ所整備するものとする。ただし、当該都道府界におけるlが 々診療の質の

「  向上及びがん診療の連携協力体制の整備がよリー層図られることが明確である

場合にはtこ の限りでないものとする。なお、この場合には、がん対策基本法

(平成 18年法律第98号 )第 11条第 1項に規定する都道府県がん対策推進

計画との整合性にも留意すること。`           ‐

3 独立行事法本国立がん研究セィターは((黙下「国立が々研究センター」と

いう:)我が国のがん対策の中核的機関として、:他のがん診療連携拠点病院べ

の診療に関する支援及びがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師

その他の医療従事者の育成や情報発信等の役割を担うとともに、我が国全体の

がん医療の向上を牽引していくこととし、国立が,ん研究センターの中央病院及

び東病院について、第二者によつて構成される検討会の意見を踏まえt厚生労

働大臣が適当と認,め る場合に、がん診療連携拠点病院として指定するものとす

る。、   ‐       1
4 厚生労働大臣は、がん診療連携拠点病院が指定要件を欠くに至ったと認める

1と きは、その指定を取り消すことができるものとする。

Ⅱ 地域がん診療連携拠点病院の指定要件について ‐   「
: 1 診療体制

、 (1)診 療機能 :              _
① 集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供      1

ア 我が国に多いがん .(肺がんt胃 がんt肝がん、大腸がん及び乳がんを
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い う。以下同じ。)及びその他各医療機関が専門と、するがんについて、

手術、放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療及び

緩和ケア (以 下「集学的治療等」という。)を提供する体制を有すると

ともに、各学会の診療ガイ ドラインに準ずる標準的治療 (以 下「標準的

治療」という。)等がん患者の状態に応 じた適切な治療を提供すること。

1イ  我が国に多いがんについて、クリテイカルパス (検査及び治療等を含

めた詳細な診療計画表をいう。)を整備すること。

ウ がん患者の病態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう、キヤ

|ン サーボー ド (手術、放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及

び技能を有する医師その他の専門を異にする医師等によるがル患者の症

状、状態及び治療方針等を意見交換・共有・検討 :確認等するためのカ

ンファレンスをい う。以下同じ。)を設置し、定期的に開催することも

② 化学療法の提供体制   :
ア 急変時等の緊急時に (3)の②のイに規定する外来化学療法室におい

て化学療法を提供する当該がん患者が入院できる体制を確保する.こ と。

イ 化学療法のレジメン (治療内容をいう。)を審査し、組織的に管理す

る委員会を設置す、ること。なお、当該委員会は、必要に応 じて、キャシ

サニボー ドと連携協力すること。

③ 緩和ケアの提供体制
:       :           ヽ 11

ア  (2)の ①のウに規定する医師及び (2:)の②のウに規定する看護師

1 等を構成員とする緩和ケアチームを整備し、当該緩和ケアチ‐ムを組織

上明確に位置付けるとともに、がル患者に対 し適切な緩和ケアを提供す

ること。   ~
イ 1外来において専門的な緩和′ケアを提供できる体制を整備すること。

ウ アに規1定する緩和ケアチーム並びに必要に応じて量治医及び看護師等

が参加する症状緩和に係るカンア:ア レンスを週 1回程度開催すること。1

平 ‐院内の見やすい場所にアに規定する緩和ケアチームによる診察が受け

られる旨の掲示をするなど、「がル患者に対し必要な情報提供を行うこと。

ォ かかりつけ医の協力・連携を得てヾ主治医及び看護師がアに規定する

緩和ケアチームと共に、退院後の居宅における緩和ケアに関する療養上

十 必要な説明及び指導を行うこと。

カ
ー
緩和ケアに関する要請及び相談に関する受付窓口を設けるなど、地域

の医療機関及び在宅療養支援診療所等との連携協力体制を整備すること。

④
‐
病病連携・病診連携の協力体制

ア 地域の医療機関から紹介されたがん患者の受入れを行うこと。またヾ

がん患者あ状態に応じ(地域の医療機関へがん患者の紹介を行うこと:

イ 病理診断又は画像診断に関する依頼、手術t放射線療法又は化学療法

に関する相談など、地域の医療機関の医師と相互に診断及び治療に蘭す
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る連携協力体制を整備すること。

ウ '我が国に多いがんについて、地域連携クリティカルパス (が ん診療連

携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表、共同診療計

画表及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体

像を体系化 した表をいう。以下同じ。)`を整備すること。

エ ウに規定する地域連携クリティカルパスを活用するなど、地域の医療

機関等と協力し、必要に応 じて、退院時に当該がん患者に関する共同

の診療計画の作成等を行うこと。              .
⑤ 、セカンドオピニオンの提示体市J        ′        ‐

我が国に多いがんについて、手術、放射線療法又は化学療法に携わる専

門的な知識及び技能を有する医師によるセカンドオピニオン (診断及び治
f療

法について、主治医以外の第二者の医師が提示する医療上の意見をいう。

以下同じ。)を提示する体制を有すること。

(2)診療従事者

① 専門的な知識及び技能を有する医師の配置

ア 専任 (当 該療法の実施を専ら担当していること、をいう。この場合にお

いて、「専ら担当している」とは、担当者とならていればよいものとし、

その他診療を兼任していても差し支えないものとする。ただし(.そ の就

業時間の少なくとも5割以上、当該療法に従事している必要があるもの

とする。以下同じ。)の放射線療法に携わる専門的な知識及び技能を有

する医師を 1人以上配置することしなお(当該医師については、原則と

して常勤であること。また(専従 (当 該療法の実施日において、当、該療

法に専ら従事していることをいう。この場合において、「専ら従事して

: いる」とは、その就業時間の少なくとも8割以上、当該療法に従事して

いることをいう。以下同じ。)であることが望ましい。

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を1人以

上配置すること。なお、当該医師については、原則として常勤であるこ

、  と。また、1専従であることが望ましいし            、

ウ (1)の ③のアに規定する緩和ケアチームに、専任の身体症状の緩和

1  に携わる専門的な知識及び
｀
技能を有する医師を1人以上配置すること。

なお、当該医師については、原只Jと して常勤であること。また、専従で

あることが望ましvヽ 。              ‐

1   (1)の Oの アに規定す る緩和ケアチーム に、精神症状 の緩 和 に携 わ

る専門的な知識及び技能を有する医師を1人以上配置することしなお、

当該医師にづいてはt専任であることが望ましい。また、常勤であるこ
 ` .と

が望ま しい。
‐

′工 専従 の病翠診断に携わぅ医師を 1人以上配置す ること。 なお、当該医

し   師については、原則 として常勤であるこ とも  1
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②
.専門的な知識及び技能を有するコメディカルスタッフの配置

ア 専従の放射線治療に携わる常勤の診療放射線技師を1人以上配置する

こと。   ′

専任の放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計

画補助作業等に携わる常勤0技術者等を 1人以上配置すること。

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の薬剤師

を 1人以上配置すること。            「

(3)の②のイに規定する外来化学療法室に、専任の化学療法に携わる

専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を 1人以上配置すること。

なお、:当 該看護師については、専従であることが望ましい。

ウ (1)の ③のアに規定する緩和ケアチエムに、専従の緩和ケアに携わ

る専門的な知識及び技能を有する:常 勤の看護師を 1人以上配置すること。

1   (1)の ③のアに規定する緩和ケアチエムに協力する薬剤師及び医療

心理に携わる者をそれぞれ 1人以上配置することが望ましい。

工 細胞診断に係る業務に携わる暑 を 1本以上配置することが望ましい:

③ その他                t
ア がん患者の状態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう、各診

:   療科の医師における情報交換・連携を恒常的に推進する観点から、各診

療科を包含する居室等を設置することが望ましい:

i イ 地域がん診療連携拠点病院の長は、当該拠点病院においてがん医療に

携わる専門的な知識及び技能を有する医師の専門性及び活動実績等を定

期的に評価し、当該医師がその専門性を十分に発揮できる体制を整備す

ること。なおt当 該評価に当たつてはt手術 ,放射線療法・化学療法の

治療件数 (放射線療法・化学療法については、入院・外来ごとに評価す

ることが望ましいし)、 紹介されたがん患者数その他診療連携の実績t

論文の発表実績、研修会 。日常
.診

療等を通じヽた指導実績、研修会・学会

等全の参加実績等を参考1と すること。       ′‐

(3)医療施設                   '
① 年間入院がん患者数                  : .1 

年間入院がん患者数 (1年間に本院したがん春煮の延べ人数をいう。
:)

が12oO人以上であることが望ましい3  .:        |
.② 専門的ながん医療を提供するための治療機器及び治療室等の設置

ア 放射線治療に関する機器を設置する ことしただ し、当該機器は、
.り ■

テジタなど、体外照射を行うためめ機器であること。
,ィ 外来化学療法室を設置すること

1ウ 集中治療室を設置することが望ましい。
― 工 :白 血病を専門

:と

する分野に掲げる場合は
‐(無菌病室を設置する.こ とも

オ がん患者及びその家族が′いの悩みや体験等を語り合うための場を設け
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‐
ることが望ましい。    ぃ

③ 敷地内禁煙等

敷地内禁煙の実施等のたばこ対策に積極的に取り組むこと。

2 研修の実施体制

(1)原則として、別途定める「プログラム」に準拠した当該 2次医療圏におい

てヽがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修を毎年定期的に
'実施すること。

(2)(1)の ほか、原則として、当該 2次医療圏においてが々医療に携わる医

師等を対象とした早期診断及び緩和ケア等に関する研修を実施する:こ と。な

お、当該研修については、実地での研修を行うなど、その内容を工夫するよ

うに努めること。                  '
(3)診療連携を行つている地域の医療機関等の医療従事者も参加する合同のカ

ンファレンスを毎年定期的に開催すること。

3 情報の収集提供体制      i                 t
(1)相談支援センター  |

①及び②に掲げる相談支援を行う機能を有する部門 (以 下「相談支援セン

タニ」という。なお、相談支援ャンタ■以外の名称を用いても差し支えない

|´ が(そ の場合には、が々医療に関する相談支援を行うことが分かる名称を用

いることが望ましい。)を設置し、当該部門におヤヽて、
~/か

らキまでに掲げ

:る 業務を行うこと。なお、院内の見やすい場所に相談支援センターによ|る 相

: 談支援を受けられる旨の掲示をするなど、相談支援センタこについて積極的

に広報すること。

① 国立がル研究センタァによる研修を修了した専従及び専任の相談菜援に

携わる者をそれぞれ,1人以上配置すること。

② 院内及び地域の医療従事者の協力を得
―
c、 院内外のがん患者及びその家

族並びに地域の住民及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備す

ることしまた、相談支援に関し十分な経験を有するがん患者団体との連携

:´ 協力体制の構築に積極的に取り組むこと。

<相談支援ヤンターの業務:>             ‐    ｀ :
ア

'が んの病態、標準的治療法等がん診療及びがんの予防 ■早期発見等に

関する上般自うな情報の提供

イ 診療機能(入院・外来の待ち時間及び医療従事者の専門とする分野・
｀
 経歴など、Ⅲ域の医療機関及び医療従事者に関する情報の収集、提供

ウ セカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介      :
工 がん患者の療養上の相談   1                ・

1オ 地域の医療機関及び医療従事者等におけるがん医療の連携協力体市」の

事例に関する情報の収集、提供
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カ ア不ベス トによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談 i

キ その他相談支援に関すること

(2)院内がん登録

① 健康局総務課長が定める「標準登録様式」に基づく院内がん登録を実施   、

すること。     f :         `
② 国立がん研究ヤンターによる研修を受講した専任の院内がん登録の実務

:を 担 う者を1人以上配置するごと。

③ 毎年、院内がん登録の集計結果等を国立が々 研究センターのが々 対策情
報センタすに情報提供すること。

④ 院内がん登録を活用することにより:当該都道府県が行 う地域がん登録

事業に積極的に協力する.こ:と :

(3)そ のfL‐
i             l .  .

① 我が国に多いがん以外のがんについて、集学的治療等を提供する体制を

有し、及び標準的治療等を提供している.場合は、そのがんの種類等を広報

i すること。      キ  :
② 臨床研究等を行っている場合は、次に掲げる事項を実施す ること。

ア 進行中の臨床研究 (治験を除く。
1以

下同じ。)の概要及び過去の臨床

: : 研究の成果を広報すること。  '          i  i :
イ 参加中の治験についてヾその対象であるがんの種類及び薬剤名等を広  }

報す ることが望ま しい。 i                    
｀

Ⅲ 特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に

ついて

医療法第 4条の 2(昭和 23年法律第 205号 )に基づ く特定機 能病院を地:域

:が ん診療連携拠点病院 として指定する場合には、耳の地域がん診療 連携拠点病院

の指定要件に加え、次の要件を満たすこと。    ,  ・ ´

1 組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を:行 う機能

を有する部門 (以下「放射線療:法部門」という。)及び組織上明確に位置付

けられた複数種類のがんに対し化学療法を行う機能を有する部Fヨ (以 下「化
1  学療法部門」という。)をそれぞれ設置し、当該部門の長として、専任の放

. 射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の医師を

それぞれ配置すること。なお(当該医師については、専従であることが望ま

:   しい。   `     ` 、′               `
`2 当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院等の医師等に対 し、高度のが

ん医療に関する研修を実施することが望ましぃ。

3 他のがん診療連携拠点病院へ診療支援を行 う医師の派遣に積極的に取り組

むこと。
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IV 都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件について

都道府県がん診療連携拠点病院は、当該都道府県におけるがん診療の質の向上

及びがん診療の連携協力体制の構築に関し中心的な役害Jを担い、Ⅱの地域がん診
療連携拠点病院の指定要件に加えて次の要件を満たすこと。ただし、特定機能病

院を都道府県がん診療連携拠点病院として指定する場合には、Ⅲの特定機能病院

を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に加え、次の要件

(1を除く。)を満たすこと。                  |
1 放射線療法部門及び化学療法部門をそれぞれ設置し、当:該部門の長として、

専任の放射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤

の医師をそれぞれ醒置すること。なお、当該医師については、専従であるこ

とが望ましい。

2 当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医

、 師・薬剤師・看護師等を対象とした研修を実施すること。   |
1 3: 地域がん診療連携拠点病院等に対し、情報提供、症例相談及び診療支援を

行 |う
こと。  ‐           1         「

 :
.4 都道府県がん診療連携協議会を設置し、当該協議会は、次に掲げる事項を

行うこと。   「          ‐

(1)当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制及び相談支援の提供体制

: その他のがん医療に関する情報変換を行うこと。

(2)当該都道府県内の院内がん登録のデ=夕 の分析、評価等を行うこと。

|..(3)が んの種類ごとに、当該都道府県においてセカンドォピニオンを提示す

る体制を有するがん診療連携拠点病院を含む医療機関の下覧を作成 1共有

i   し、`広報すること。

(4)当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院令の診療支援を行う医師の

派遣に係る調整を行 うこと。   1 1        1
‐
 (5)当 該都道府県におけるが々診療連携拠点病院が作成している地域連携

クリティカィレパ不の一覧を作成・共有すること6ま た、我が国に多いがん

以外のがんについて、地域連携クリティヵルパスを整備する
.こ

とが望まし

い 。      '                                    `

(6)童 の2の 1(.1)に 基づき当該都道府県におけるが々診療連携拠点病院が

1   実施するがん:医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修その

他各種研修に関する計画を作成すること。       ‐

,

国立がん研究ヤンターの中央病院及び東病院はヾⅢの特定機能病院を地域がん

診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件を満た:す こと。
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(Ⅵ 指定 。指定の更新の推薦手続童等、指針の見直し及び施行期日について

1 指定の推薦手続等について

(1)都道府県は、 Iの 1に基づく指定の推薦に当たっては、指定要件を満
.た していることを確認の上、推薦意見書を添付し、毎年16月 末までに、

:別途定める「新規指定推薦書」を厚生労働大臣に提出すること。また、地

域がん診療連携拠点病院を都道府県がん診療連携拠点病院として指定の推

薦をし直す場合文は都道府県がん診療連携拠点病院を地域がん診療連携拠

点病院とし,て 指定の推薦をし直す場合も、同様とすること。1

′(2)がん診療連携拠点病院 (国立がん研究センタこの中央病院及び東病院

を除く。)|は 、都道府県を経由し、毎年 10月 末までに、別途定める「現

 `  況報告書」を厚生労働大臣に提出すること。       .     :
(3)国立がん研究センターの中央病院及び東病院は、毎年 10月 末まで

に、別途定める「現況報告書」を厚生労働大臣に提出すること。
′2 指定の更新の推薦手続等について

(1)Iの 1及び4の指定は、4年 ごとにその更新を受けなければ、その期間

1 の経過によつて、その効力を失う。

(2)(1)の 更新の推薦があらた場合にぉいて( 1(1)の期間 (以 下「指定
・ の有効期間」という。)の満了の日までにその推薦に対する指定の更新が

されないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその指定の更

新がされるまでの間はくなおその効力を有する (1の 1に規定する第二者
によって構成される検討会の意見を踏まえ、指定の更新がされないときを

除く6)。 |               :
(3)(2)の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期

i  間tま 、従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。
(4)都道府県は、 (1)の更新の推薦に当たっては、指定要件を満たして

いることを確認の上、推薦意見書を添付し、指定の有効期間の満了する日

:    の前年の lo月 末までに、別途定める「指定更新推薦書」を厚生労働大臣

に提出すること。   :         .   ′
,

(5)Iの 1か ら3及び菫からVま での規定は、 (1)の指定め更新につ|いて
準用する。1

3 指針の見直 しについて                   ′ :
健康局長 は、がん対策基本法第 0条第 8項において準用する向条第 3項の規

定によりがん対策推進基本計画が変更された場合その他の必要があると認める
場合にはヽ ■の指金|を見直すことができるも?|するP

4 施行期 日

この指針は、平成 20年 4月 1日 から施行する。ただし、1の 3の (1)の
①及び■の3の (2)の②についてはtl平成22年 4月 二日から施行する。ま

.た
くⅡの1の (1)の④のウについては、平成24年 4月 1日 から施行する。
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がん診療連携拠点病院の整備に関する指針

(定義の抜粋)

1 我が国に多いが

肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん及び乳がんをいう。

2 クリティカルパス

検査及び治療等を含めた詳細な診療計画'表 をいうし

3 キャンサーボ■ ド

手術、放射線療法及びイヒ学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師そ

あ他の尊門を具にする医師等によるがん患者の症状、状態及び治療方針等を意見

交換・共有・検討・確認等するためのカンファレンスをいう。     `

4 レジメじ

治療内容 をい う。

5 地域連携クリアィカルパス

がん診療連携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表、共同診

療計画表及が患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体像を

体系化した表をいう。                     '

6 セカン ドオ ピ:ニ オン

診断及び治療法について、羊治
「

以外の第二者の医師が提示する医療上の意見

をいう:     :                      _

回

‐
       : :    :  

‐

 ′     `り  :|

当該療法の実施を専ら担当している|と をいう。この場合において、「専ら担

当している」とはく担当者となっていればよいものとし、その他診療を兼任して

いても差し支えないものとする。ただし、その就業時間の少なくとも15割以上(

当該療法に従事している必要があるものとする。           1,

当該療法の実施日において、当該療法に専ら従事していることをいう。この場

合において、「専ら従事している」と
|ま tその就業時間の少なくとも8割以上、

当該療法に従事 していることをいう:
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9 年間入院がん患者数

1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう。

10 放射線療法部

組織上明確に位置付けられた複数稗類のがんヤF対 し放射線療法を行 う機能を有

する部門 をい う。

11 化学療法部門

組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し化学療法を行 う機能を有す

る部門をいう。              「   =
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